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 資料８ 

公営企業等関係資料  





事 務 連 絡 

平成３１年１月２５日 

各都道府県財政担当課 

各都道府県市町村担当課 

各都道府県公営企業担当課 御中 

各指定都市財政担当課 

各指定都市公営企業担当課 

総務省自治財政局公営企業課 

総務省自治財政局公営企業経営室 

総務省自治財政局準公営企業室 

平成 31 年度の公営企業等関係主要施策に関する留意事項について 

総務省においては、現在、平成 31年度の地方財政計画の策定を急いでいるところであり、

現時点においては財政措置等について確定を見るに至ってはおりませんが、地方公共団体に

おける公営企業等に関する予算編成作業等の状況に鑑み、さしあたり現段階における平成31

年度の公営企業等関係主要施策に関する留意事項について、別紙のとおりお知らせいたしま

す。 

また、各都道府県におかれては、貴都道府県内の市区町村（指定都市を除く。）並びに企

業団及び関係一部事務組合等に対しても速やかにその趣旨を周知いただくようお願い申し

上げます。 

資料 8-1 

（別紙） 

第１ 公営企業の更なる経営改革の推進 

今後の急速な人口減少等に伴うサービス需要の減少や施設の老朽化に伴う更新需要の増

大など、公営企業を取り巻く経営環境が厳しさを増す中にあって、各公営企業が将来にわた

り住民生活に必要なサービスを安定的に提供していくためには、経営戦略の策定や抜本的な

改革等の取組を通じ、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を図るとともに、これらに

ついてより的確に取り組むため、公営企業会計の適用拡大や経営比較分析表の活用による

「見える化」を推進することが求められる。各公営企業においては、以下の留意事項等を踏

まえ、持続可能な経営の確保に向けた積極的な取組を推進されたい。 

１ 経営戦略の策定・改定の推進 

(1) 経営戦略の策定推進

経営戦略は、各公営企業が将来にわたって安定的に事業を継続するための中長期的な

経営の基本計画であり、経営基盤強化と財政マネジメント向上の柱と位置付けられるも

のである。平成 30 年３月末日までに約半数の事業が策定を終え、これに基づく計画的

な企業運営を行っているところであり、その一部は既に当該経営戦略の改定に向けた検

討を進めている。現時点で経営戦略が未策定である事業については、早急に策定作業を

進め、遅くとも策定期限である平成 32年度までに確実に策定を完了されたい。 

また、平成 30 年度から全国ブロック単位で地方公共団体金融機構との共催で「経営

戦略策定実務講習会」を開催しているが、平成 31 年度は、都道府県のより積極的な参画

を求める趣旨から、開催地都道府県も含めた共催による開催を考えているので、協力い

ただきたい。 

(2) 改定に向けた考え方

経営戦略については、ストックマネジメント等の取組の充実により、中長期の収支見

通し等の精緻化を図るとともに、経営戦略に基づく取組の進捗と成果を一定期間ごとに

評価、検証した上で、収支均衡を図る具体的な取組の再検討及び経営戦略の改定を行う

ことで、より質の高い経営戦略となるよう検討されたい。経営戦略の策定・改定に係る

詳細については、年度内に、現行の「経営戦略策定ガイドライン」を改訂するとともに、

事業ごとの具体的な策定・改定実務の手引書となる「経営戦略策定・改定マニュアル」

を作成し通知することとしているので、参照されたい。 

(3) 地方財政措置等

経営戦略の策定・改定に要する経費については、平成 30 年度を期限として特別交付

税措置を講じているが、今後、(2)を踏まえた策定・改定が推進されるとの前提の下で、

当該措置の対象期間を平成 32 年度まで延長することとしている。また、水道事業の広

域化に係る調査・検討に要する経費については、当該特別交付税措置の対象とした上で、

交付上限額を上乗せしているが、下水道事業の広域化等に係る調査・検討に要する経費
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についても、同様の措置を講ずることとしている。 

なお、経営戦略の策定期限後の平成 33 年度から、公営企業債の起債の同意等手続き

において、当該起債に係る収支相償を確認するための資料に経営戦略を活用することを

検討しているため、留意されたい。 

２ 公営企業の抜本的な改革の推進 

(1) 総論

抜本的な改革の検討に当たっては、事業そのものの意義、提供しているサービス自体

の必要性及び事業としての持続可能性について検証するとともに、経営形態のあり方に

ついて検討を行うことが必要であり、事業ごとの特性に応じて、事業廃止、民営化・民

間譲渡、広域化等及び民間活用という４つの方向性を基本として検討する必要がある。 

なお、水道事業及び下水道事業については、公営で行う必要性が高く、地方公共団体

の事業主体としての位置付けが法定されていることから、改革の４つの方向性のうち、

広域化等及び民間活用の検討が求められる。 

(2) 広域化等の推進

広域化等については、スケールメリットによる経費削減や組織体制の強化等の幅広い

効果が期待できることから、各公営企業において積極的に取組を推進されたい。第２に

あるとおり、特に、水道事業及び下水道事業については、平成 34年度までに「水道広域

化推進プラン」や「広域化・共同化計画」を策定し、多様な広域化等に取り組むほか、

病院事業については、「新公立病院改革プラン」に基づき、再編・ネットワーク化に取り

組まれたい。 

(3) 民間活用の推進

民間活用については、民間の資金・ノウハウの活用による効率化効果が期待できるこ

とから、PPP/PFI をはじめとして、民間委託や指定管理者制度の導入、地方独立行政法

人の設立など、多様な手法について積極的かつ計画的に導入を検討されたい。 

このうち、PPP/PFI については、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進

に関する法律に基づいて地方公共団体が実施する事業に係る地方財政措置について」

（平成 12 年３月 29 日付け自治調第 25号自治省財政局長通知）において、PFI 事業に係

る施設整備に要する経費について、直営事業の場合と同等の地方債措置又は地方交付税

措置を講ずることとされている。 

また、公共施設等運営権方式（コンセッション方式）については、「ＰＰＰ／ＰＦＩ推

進アクションプラン（平成３０年改定版）」（平成 30 年６月 15 日 民間資金等活用事業

推進会議決定）において、長期的な持続可能性が課題となっている水道事業や下水道事

業等において早期に民間の経営原理を導入し、その持続可能性を確保することが必要と

されていることを踏まえ、その導入について積極的に検討することが求められている。

なお、第 196 回国会において「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関

する法律」（平成 11年法律第 117 号）の改正法が成立したことにより、水道事業及び下

水道事業において導入する場合、当該事業に係る施設の改修等に充てた旧公営企業金融

公庫資金等について、補償金の支払いを免除しての繰上償還の実施が可能とされたとこ

ろである。 

(4) 取組の横展開

公営企業における抜本的な改革の推進のため、毎事業年度、その取組状況について調

査・公表を行っている。平成 29年度の１年間においては、事業廃止 99 件、民営化・民

間譲渡 12 件、広域化等 106 件など、各事業の特性に応じた取組が行われている。 

これらの取組については、「地方公営企業の抜本的な改革等に係る先進・優良事例集」

に追加掲載するなど、地方公共団体への周知を行っているところであり、各公営企業に

おいて、更なる経営改革の推進に向けて参照されたい。 

３ 公営企業の「見える化」の推進 

(1) 公営企業会計の適用拡大

① 更なる取組の推進

公営企業会計の適用については、「公営企業会計の適用の推進について」（平成 27年

１月 27 日付け総財公第 18 号総務大臣通知）及び「公営企業会計の適用の推進に当た

っての留意事項について」（平成 27 年１月 27 日付け総財公第 19 号総務省自治財政局

長通知）により、下水道事業及び簡易水道事業を「重点事業」と位置付け、平成 31 年

度までに集中的に取組を推進するようお願いしてきたところである。これにより、都

道府県及び人口３万人以上の市区町村については取組に大幅な進捗が見られるが、人

口３万人未満の市区町村については団体によって取組の進捗に差異が見られるなど、

一層の取組が求められる状況にある。 

このため、今般、「公営企業会計の更なる適用の推進について」（平成 31 年１月 25

日付け総財公第９号総務大臣通知）及び「公営企業会計の適用の推進に当たっての留

意事項について」（平成 31 年１月 25 日付け総財公第 10 号総務省自治財政局長通知）

により、重点事業について、都道府県及び人口３万人以上の市区町村において平成 31

年度までの公営企業会計への移行を引き続き推進するとともに、人口３万人未満の市

区町村においても平成 35 年度までに公営企業会計への移行が必要であること等とし

ているので、各地方公共団体においては、一層の取組を推進されたい。 

あわせて、各都道府県においては、市区町村が円滑に移行を進めることができるよ

う、管内市区町村が参加する連絡会議等を設置の上、個別の市区町村の取組状況を踏

まえ、適切な助言等について協力いただきたい。 

総務省においても、各地方公共団体において公営企業会計への移行が円滑に推進さ

れるよう、「地方公営企業法の適用に関するマニュアル」の改訂、４(1)に掲げる「公

営企業経営アドバイザー派遣事業」を活用したモデル事業の創設及び４(2)に掲げる

「公営企業経営支援人材ネット事業」の充実強化を図ることとしているので、積極的

に活用されたい。 

② 地方財政措置

ア 公営企業会計の適用に要する経費

固定資産台帳の整備やシステム改修等、公営企業会計の適用に要する経費につい
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ては、その 100％を公営企業債（公営企業会計適用債）の対象とすることとしてい

る。下水道事業及び簡易水道事業については、その元利償還金に対し普通交付税措

置を講じているが、その他の事業についても、元利償還金の 1/2 を一般会計からの

繰出しの対象とした上で、当該繰出しについて特別交付税措置を講ずることとして

いる（平成 31～35 年度）。 

イ 都道府県が行う市区町村への支援に要する経費

連絡会議・研修会等の開催や、専門人材の活用による個別相談会の実施など、都

道府県が行う市区町村への支援に要する経費について、普通交付税措置を講ずるこ

ととしている（平成 31～35 年度）。 

ウ 資本費平準化債の発行可能額に係る激変緩和措置

資本費平準化債については、公営企業会計を適用している事業と適用していない

事業で発行可能額の算定方法が異なることから、公営企業会計の適用に伴い発行可

能額が減少する場合について、適用後３年間の激変緩和措置を講ずることとしてい

る。 

(2) 経営比較分析表

平成 27 年度から各公営企業において作成・公表している経営比較分析表について、

平成 30年度までに水道事業、簡易水道事業、下水道事業、交通事業（自動車運送事業）、

電気事業、観光施設事業（休養宿泊施設事業）、駐車場整備事業及び病院事業の８分野に

ついて作成・公表対象としている。今後とも、対象分野を拡大するとともに、更なる活

用の推進に向けて充実を図ることとしているため、各公営企業の経営分析に当たり、積

極的に活用されたい。 

４ 人的支援 

(1) 公営企業経営アドバイザー派遣事業

平成７年度から実施している公営企業経営アドバイザー派遣事業については、公営企

業の経営効率化等の観点から、公営企業会計の適用、経営戦略の策定及び広域化等の検

討等の助言や、第三セクターの経営の健全化・効率化等についての助言を行うことを目

的として、全額国費により実施している。平成 31 年度は、通常の派遣形式（原則として

１泊２日×１回）に加え、公営企業会計の適用について、人口３万人未満の市区町村等

を対象として、年間を通じて複数回の派遣を行うモデル事業を創設することとしている。

なお、当該モデル事業については、年度当初から速やかに派遣を開始できるよう、平成

31 年度予算の成立後、対象団体の募集を行う予定である。 

(2) 公営企業経営支援人材ネット事業

外部専門家を招へいし、指導・助言を受ける公営企業経営支援人材ネット事業につい

ては、平成 28 年度の制度創設以降、登録人材の拡大に努めているところであるが、平成

31 年度に本事業の対象となる外部専門家のリストについては、更なる活用拡大のため、

都道府県と指定都市から推薦をいただき、３月末日までに公表することとしている。外

部専門家のリストは総務省ホームページで公表することとしているため、これを参照の

上、経営改革の推進に向けて、積極的に活用されたい。なお、本事業に要する経費につ

いては、特別交付税措置を講じている。 

第２ 各事業における課題とその対策 

１ 水道事業の持続的経営の確保 

(1) 「水道財政のあり方に関する研究会」

人口減少等に伴うサービス需要の減少、施設等の老朽化に伴う更新需要の増大等、水

道事業を取り巻く経営環境が厳しさを増す中で、水道事業の持続的経営の確保に向けた

対応方策等について検討するため、平成 30 年１月より「水道財政のあり方に関する研

究会」（以下「水道財政研究会」という。）を開催し、同年 12 月に報告書を取りまとめ

た。水道財政研究会における検討内容及び報告書については、総務省ホームページ

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/water_supply_finance/index.html）

に掲載しているので、参照されたい。 

(2) 水道事業の持続的な経営の確保のための方針

水道事業は、住民生活に必要不可欠なライフラインであるとともに、大規模な事業用

資産を保有しているが、特に、これまでの水道事業の経営において想定していなかった

急速な人口減少と戦後の水道の普及に合わせて整備された事業用資産の大量更新時期

を迎えている中で、将来にわたり持続的な経営を確保するためには、中長期の経営見通

しに基づく経営基盤の強化を進める必要がある。 

このため、各団体の経営戦略において、今後の人口減少と適切なアセットマネジメン

トに基づく更新投資需要を正確に反映させた、投資、財源に係る中長期（40～50 年）の

収支見通しを試算した上で、10年程度の一定期間に収支均衡を図るための抜本的な改革

等の取組方針と投資・財政計画を定めた上で、具体的な取組を計画的に実施することが

求められる。水道財政研究会における報告書を踏まえ、こうした基本的な考え方に基づ

き、水道事業の持続的な経営の確保に向けて、以下の事項について積極的に取り組まれ

たい。 

① 「水道広域化推進プラン」による広域化の推進

水道事業における抜本的な改革の中でも、複数の市町村が市町村の区域を超え、連

携して又は一体的に事業に取り組む広域化については、スケールメリットによる経費

削減や組織体制の強化等の幅広い効果が期待できるため、積極的に推進することが必

要である。 

広域化の中でも、経営統合は、経営主体が単一となり、浄水場等の施設の統廃合や

人員、財源等の経営資源を一元的に管理するため、給水原価の削減、専門人材の確保

等、経営基盤を強化する効果が最も期待できる。 

一方、地理的要因等により経営統合の実現が困難な地域においても、浄水場等の一

部の施設の共同設置や共同利用等により、施設の更新費用や民間委託等の維持管理費
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用の削減等が可能となり、大きな効果が期待できる。 

また、業務の共同委託やシステムの共同化、施設管理業務の受託団体の共同設置等

の事務の広域的処理により、専門人材の確保をはじめとした組織体制の強化による技

術水準の確保や業務量の拡大による民間委託コストの削減、事務処理の効率化等の効

果が期待できる。そうした市町村の区域を超えた水道事業の広域化については、広域

的な地方公共団体である都道府県が、住民生活の水準の確保等の観点から、水道の基

盤強化の方策として積極的に支援することが求められる。 

このため、「「水道広域化推進プラン」の策定について」（平成 31年１月 25 日付け総

財営第 85号・生食発 0125 第 4号総務省自治財政局長・厚生労働省大臣官房生活衛生・

食品安全審議官通知）により、地域の実情に応じた多様な広域化を進めるため、各都

道府県において、広域化の推進方針やこれに基づく具体的取組の内容等を記載した「水

道広域化推進プラン」を平成 34年度末までに策定するよう要請しており、都道府県に

おいては同プランの策定及びその取組を推進するとともに、水道事業者である市町村

等においては、都道府県とともに、同プランに基づく水道事業の広域化に積極的に取

り組まれたい。 

② アセットマネジメントの充実

水道事業におけるアセットマネジメントとは、中長期の更新需要の見通しを試算し

た上で、人口減少を踏まえたダウンサイジングや長寿命化等により、トータルコスト

の縮減や平準化を図り、効率的かつ計画的な更新投資を進めるための取組である。水

道事業における大規模な事業用資産を将来にわたり適切に維持・更新していくため、

中長期の視点に立った需要の変動と供給体制の見通しを踏まえた適切なアセットマネ

ジメントに基づき、更新投資を着実に進めることが必要である。アセットマネジメン

トを実施していない団体においては、速やかに取組に着手するとともに、実施してい

る団体においても、その水準を高めるよう努められたい。 

③ 着実な更新投資の促進

水道は住民生活に必要不可欠なライフラインであり、老朽化による事故等が発生し

た場合には、国民生活に大きな影響を与えることから、すべての地域で水道サービス

が持続的かつ安定的に提供されるよう、着実な更新投資を進めることが不可欠である。 

しかしながら、現時点において資本費が非常に高い水準にあるなど、経営条件が厳

しい団体においては、管路更新率が低い水準にとどまる傾向があり、適切な更新投資

が行われていないものと考えられる。 

このため、一定の経営努力を前提としつつ、経営条件が厳しく、現状において更新

投資が進んでいない団体においても、老朽化対策、災害対策のための着実な更新投資

が実施されるよう地方財政措置を拡充することとしており、これらの団体においても

適切に対応されたい。 

④ 料金収入の確保

資産の大量更新時期が到来する中、更新投資に要する経費が増大する一方、人口減

少に伴う有収水量の減少により、料金収入の大幅な減少が懸念される。 

先に述べた経営戦略の基本的な考え方に基づき、経営戦略の策定等を通じ経営基盤

の強化を図る観点から、収支均衡を図るための計画的な料金水準の改定が必要である。 

⑤ 民間活用の推進

水道事業における持続的な経営を確保するため、指定管理者制度や包括的民間委託、

PPP/PFI などの民間活用の取組も積極的に検討されたい。 

なお、PPP/PFI のうち公共施設等運営権方式（コンセッション方式）については、

第 197 回国会において「水道法」（昭和 32 年法律第 177 号）の改正法が成立したこと

により、地方公共団体が、水道事業者等としての位置付けを維持しつつ、水道施設に

関する公共施設等運営権を民間事業者に設定できることとされたところである。 

⑥ ICT、IoT 等の先端技術の活用

水道事業の経営基盤を強化するためには、ICT、IoT 等の先端技術の活用による業務

の効率化も重要となる。既に多くの水道事業において、浄水場等における集中監視・

遠隔操作や水質の自動管理等が導入されているが、今後は、水道スマートメーターに

よる自動検針や漏水情報の自動収集等についても、現在進められている実証実験等の

結果も踏まえ、活用を検討されたい。 

(3) 地方財政措置

① 広域化の推進

ア 「水道広域化推進プラン」に基づく事業に要する経費

国庫補助対象となる３市町村以上における経営統合に加え、「水道広域化推進プラ

ン」に基づき地方単独事業として実施される多様な広域化に伴い必要となる施設の

整備に要する経費等についても、地方財政措置を講ずることとしている。具体的に

は、地方負担額の 1/2 を一般会計からの出資の対象とし、当該出資に要する経費に

ついて地方債措置を講ずるとともに、その元利償還金の 60％について普通交付税措

置を講ずることとしている。 

イ 「水道広域化推進プラン」の策定に要する経費

都道府県が実施する広域化に係るシミュレーション経費等、「水道広域化推進プラ

ン」の策定に要する経費について、普通交付税措置を講ずることとしている（平成

31～34 年度）。 

ウ 経営統合に伴う高料金対策に係る激変緩和措置

経営統合を行った上水道事業について、統合後の上水道事業において算定した高

料金対策の額が、統合前の事業における高料金対策の合計額を下回る場合、その差

額について、統合後の翌年度から 10 年間の激変緩和措置（差額に一定率を乗じて算

定。６年目以降、段階的に縮減。）を講ずることとしている。 

エ 市町村の広域化の調査・検討に要する経費

水道事業の広域化に係る調査・検討に要する経費については、第１の１(3)にある

とおり、経営戦略の策定・改定に要する経費に対する特別交付税措置の対象とした

上で、交付上限額を上乗せすることとしている。 

② 着実な更新投資の促進

ア 水道管路耐震化事業の延長

過去の平均事業費に上積みして実施する水道管路耐震化事業について、平成 30 年

度を期限として地方負担額の 1/4 を一般会計からの出資の対象とし、当該出資に要
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する経費について地方債措置を講ずるとともに、その元利償還金の 50％について普

通交付税措置を講じているが、経営戦略の策定を要件とした上で、当該措置を平成

35 年度まで延長することとしている。 

イ 経営条件が厳しい団体に対する特別対策の創設

経営条件の厳しさを示す資本費の指標等が一定水準以上の団体については、水道

管路耐震化事業における一般会計からの出資の割合を地方負担額の 1/2 に引き上げ

た上で、当該出資に要する経費について地方債措置を講ずるとともに、その元利償

還金の 50％について普通交付税措置を講ずることとしている。 

③ 上水道事業の高料金対策団体における料金収入の確保の促進

上水道事業の高料金対策について、原則として供給単価が上水道事業の全国平均（平

成 31 年度：181 円／㎥）以上であることを要件とすることとしている。 

供給単価が全国平均未満の団体は、平成 31 年度から平成 33 年度まで段階的に繰出

基準額を割り落とすこととし、平成 34 年度以降は対象外とする。 

２ 下水道事業の持続的経営の確保 

(1) 「下水道財政のあり方に関する研究会」

今後、人口減少等に伴う使用料収入の減少、施設等の老朽化に伴う更新需要の増大が

見込まれ、下水道事業を取り巻く経営環境が厳しさを増すことが予想されることから、

下水道事業の持続的経営の確保に向けた対応方策等について検討するため、平成 30 年

２月より「下水道財政のあり方に関する研究会」（以下「下水道財政研究会」という。）

を開催し、同年 12 月に中間報告書を取りまとめた。下水道財政研究会における検討内

容及び中間報告書については、総務省ホームページ 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/gesuidougyousei_h29/index.html）に

掲載しているので、参照されたい。 

(2) 下水道事業の持続的な経営を確保するための方針

下水道事業を取り巻く環境及び下水道財政研究会の中間報告書を踏まえ、下水道事業

の持続的な経営の確保に向けて、以下の事項について積極的に取り組まれたい。 

① 広域化・共同化の推進

広域化・共同化のうち、最も財政効果が高い類型は、管渠の接続によって処理場の

統廃合を行う場合であり、市町村内の事業の接続も含め検討されたい。 

市町村間の接続の場合について、接続先市町村においても、処理場の余剰能力を活

用した新たな収入確保策として、将来に向けた施設の維持に必要な収入を確保する観

点からも検討されたい。 

また、特に市町村間の広域化・共同化の推進については、「汚水処理の事業運営に係

る「広域化・共同化計画」の策定について」（平成 30年１月 17 日付け総財準第１号・

29 農振第 1698 号・29 水港第 2464 号・国下事第 56号・環循適発第 1801171 号総務省

自治財政局準公営企業室長等通知）も踏まえ、協議が円滑に進展するよう広域行政を

所管する都道府県が積極的に主導し、当事者間の調整に取り組まれたい。 

② 最適化

汚水処理施設の整備に当たっては、地理的・社会的条件に応じ、各種汚水処理施設

の中から最適なものを選択し、計画的・効率的に整備を行うことが重要である。人口

減少や将来の需要予測等も踏まえ、各種汚水処理施設の整備区域の適切な見直しに取

り組まれたい。 

③ ICT の利活用

職員（特に技術職員）が減少する中で、将来にわたって安定的に事業を継続するた

めには、民間活用とともに、最新の技術を活用することにより、効率的な維持管理を

行うことが必要である。ICT を活用した処理場の遠隔監視など、広域化・共同化を促

進する観点からも導入を検討されたい。 

④ 民間活用

下水道事業における民間活用の主な手法としては、指定管理者制度や包括的民間委

託、公共施設等運営権方式（コンセッション方式）を含む PPP/PFI などがある。これ

らについて引き続き検討するとともに、事業、団体を越えた事務委託の共同発注につ

いても検討されたい。 

⑤ 老朽化対策

今後、大量更新期には膨大な事業費が集中し、財政運営上も影響が大きくなると見

込まれることから、経営戦略やストックマネジメント計画の策定を通じて、計画的に

点検・調査及び修繕・改築を行うなど、適切にストックマネジメントに取り組むこと

により、施設の長寿命化や事業量の平準化に努められたい。 

⑥ 公営企業会計の適用等

経営状況及び資産の状況を的確に把握し、持続的な経営を確保するとともに、広域

化・共同化を推進するためにも、公営企業会計の適用に取り組まれたい。 

(3) 地方財政措置

① 広域化・共同化に係る事業に要する経費

複数の下水道事業の広域化・共同化に伴い必要となる施設の整備に要する経費につ

いて、複数市町村における取組に加え、市町村内における取組を対象に追加するとと

もに、従来の終末処理場等に加え、接続管渠、し尿受入施設、共同管理に必要な ICT

機器等の広域化・共同化に必要となる施設を対象に追加した上で、処理区域内人口密

度に応じ、それらの経費に係る下水道事業債の元利償還金の 28％～56％について普通

交付税措置を講ずることとしている。 

② 都道府県の広域化・共同化の推進に要する経費

都道府県が実施する「広域化・共同化計画」の策定や市町村の広域化・共同化の支

援に要する経費等について、普通交付税措置を講ずることとしている（平成 31～34 年

度）。 

③ 事業統合に伴う高資本費対策に係る激変緩和措置

事業統合を行った下水道事業について、統合後の下水道事業において算定した高資

本費対策の額が、統合前の事業における高資本費対策の合計額を下回る場合、その差

額について、統合後の翌年度から 10 年間の激変緩和措置（差額に一定率を乗じて算

定。６年目以降、段階的に縮減。）を講ずることとしている。 
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④ 市町村の広域化等の調査・検討に要する経費

下水道事業の広域化等に係る調査・検討に要する経費については、第１の１(3)にあ

るとおり、新たに経営戦略の策定・改定に要する経費に対する特別交付税措置の対象

とした上で、交付上限額を上乗せすることとしている。 

３ 公立病院の経営改革の推進 

(1) 経営改革の推進

病院事業については、公立病院を経営する地方公共団体において、「新公立病院改革ガ

イドライン」（平成 27年３月 31 日付け総財準第 59 号総務省自治財政局長通知）を踏ま

え策定した「新公立病院改革プラン」に基づき、地域医療構想の実現に向けた取組と整

合を図りながら、再編・ネットワーク化、地方独立行政法人化や指定管理者制度の導入

を含む経営形態の見直し、経営の効率化等の着実な実施に取り組まれたい。 

また、地域医療構想との整合性については、「経済財政運営と改革の基本方針 2018」

（平成 30 年６月 15 日閣議決定）において、「地域医療構想の実現に向けた個別の病院

名や転換する病床数等の具体的対応方針について、2018 年度中の策定を促進する」とさ

れていることも踏まえ、地域医療構想調整会議において公立病院に係る具体的対応方針

の合意が得られるよう努められたい。 

(2) 地方財政措置

再編・ネットワーク化に伴う施設・設備の整備費等について地方財政措置を講ずるほ

か、不採算医療・特殊医療等に対しても地方交付税措置を講ずることとしている。 

また、公立病院の医師確保に資するよう、医師の確保が困難な地域の公立病院に対し

て、地域の拠点病院等（公立病院、公的病院等）が医師を派遣するケースにおいて、地

方公共団体が当該医師の確保に要する経費を補助する場合、地方公共団体の一般財源所

要額について特別交付税措置を講ずるとともに、公立病院における遠隔医療システムの

導入に要する経費（病院事業債の対象となるものを除く。）への一般会計からの繰出しに

対し、特別交付税措置を講ずることとしている。 

第３ その他諸課題への対応 

１ 重要インフラの緊急点検 

「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」（平成 30 年 12 月 14 日閣議決定）を

受けた重要インフラの機能維持への対応については、平成 30年度補正予算及び平成 31 年度

予算に伴い、必要な地方財政措置を講ずるとともに、所要の公的資金の確保を行っているこ

とを踏まえ、水道、下水道、病院等の住民生活に不可欠なインフラについて、適切に対応さ

れたい。 

特に、災害拠点病院等の耐震整備等については、「災害時における医療体制の充実強化に

ついて」（平成 24 年３月 21 日付け医政発 0321 第２号厚生労働省医政局長通知）の災害拠点

病院指定要件も踏まえ、特に緊急に実施すべき対策として掲げられた災害拠点病院等の耐震

整備、自家発電設備の燃料確保及び給水設備の強化に取り組まれたい。その際、「災害時の

医療確保に必要な公立病院の施設整備に係る財政措置の取扱いについて」（平成 21年４月１

日付け総財経第 70 号総務省自治財政局地域企業経営企画室長通知）に基づき、通常の診療

に必要な施設を上回る施設の整備を対象として地方財政措置を講じていることに留意され

たい。 

２ 消費税率（国・地方）の引上げに伴う対応 

消費税率（国・地方）の引上げに伴う対応については、「消費税率の引上げに伴う価格設

定について（ガイドライン）」（平成 30 年 11 月 28 日内閣官房、公正取引委員会、消費者庁、

財務省、経済産業省、中小企業庁）が示されるとともに、平成 30 年 12 月 27 日付けで「消

費税率引上げに伴う公共料金等の改定について」（平成 25 年８月１日物価担当官会議申合

せ）が改正されているところであり、各公営企業及び各地方独立行政法人においても、消費

税率（国・地方）の引上げに伴う影響額の支出予算への適切な計上に留意いただくとともに、

消費税の円滑かつ適正な転嫁が行われるよう調達等契約事務の適切な運用に取り組まれた

い。また、収入面においても、公営企業及び地方独立行政法人が行う財貨・サービスの提供

等については、消費税の円滑かつ適正な転嫁を基本として対処し、所要の措置を講ずるよう

留意されたい。 

また、平成 31 年 10 月１日の消費税の軽減税率制度の導入に当たっては、「消費税の軽減

税率制度の広報・周知等について（依頼）」（平成 30 年２月 19 日付け総財公第 25 号・総財

務第 24 号総務省自治財政局公営企業課長・同財務調査課長通知）に基づき、事業者として

の立場からの軽減税率制度への対応を適切に進められたい。 

なお、詳細については、別途通知することとしているので、留意されたい。 

３ 天皇の即位の日を含む連休における企業の適切な運営の確保 

天皇の即位の日及び即位礼正殿の儀の行われる日を地方公共団体等の休日とすることの

取扱いについては、「天皇の即位の日及び即位礼正殿の儀の行われる日を休日とすることの

取扱いについて」（平成 30年 12 月 14 日付け総行行第 264 号・総行公第 178 号総務省自治行

政局行政課長・同公務員部公務員課長通知）及び「天皇の即位の日及び即位礼正殿の儀の行

われる日を休日とすることの取扱いについて」（平成 30年 12 月 14 日付け総務省自治財政局

公営企業課事務連絡）により周知しているところであるが、住民生活に密接に関連したサー

ビスを提供している公営企業については、「天皇の即位の日及び即位礼正殿の儀の行われる

日を休日とする法律案」に対する衆参両院附帯決議も踏まえ、国民生活に支障を来すことの

ないよう、休日中においても当該事業の維持・運営の確保等に関し、適切な対応がとられる

よう留意されたい。 

特に、病院事業については、同附帯決議において、休日における医療機関等相互の連携協

力体制の確実な運営の確保等、適切な対応を取るよう決議されていることなども踏まえ、「本

年４月 27 日から５月６日までの 10 連休における医療提供体制の確保に関する対応につい

て」（平成 31 年１月 15 日付け医政発 0115 第１号・薬生発 0115 第２号・障発 0115 第１号厚

生労働省医政局長・同医薬・生活衛生局長・同社会・援護局障害保健福祉部長通知）により、

医療提供体制の確保が要請されている。とりわけ、公立病院は地域医療の確保という重要な
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公共的役割を担っていることから、医療提供体制の確保に万全を期する必要があることに留

意されたい。 

４ 第三セクター等の経営健全化の推進 

第三セクター等（「第三セクター及び地方公社」をいう。以下同じ。）については、「第三

セクター等の経営健全化の推進等について」（平成 26 年８月５日付け総財公第 101 号総務大

臣通知）等を踏まえ、引き続き、各地方公共団体において、関係を有する第三セクター等に

ついて経営健全化等に取り組むこと。特に、財政的なリスクの高い第三セクター等と関係を

有する地方公共団体については、｢第三セクター等の経営健全化方針の策定について｣（平成

30 年２月 20 日付け総財公第 26 号総務省自治財政局公営企業課長通知）により、一定の要

件に該当するものについて、平成 30 年度末までの第三セクター等の経営健全化のための方

針の策定を要請しているところであるが、その対象となる地方公共団体においては、平成 30

年度末までに確実に策定・公表されるよう取り組まれたい。 

また、策定した方針に基づき、当該第三セクター等及び地方公共団体が一体となって、着

実に取組が実行され、対象となる第三セクター等の経営健全化はもとより、地方公共団体の

財政的リスクの解消、改善に向けた成果が上がるよう留意されたい。 

なお、平成 31 年４月には経営健全化方針の策定状況を調査し、その結果（未策定の場合

は理由及び策定時期も含む。）を個別団体ごとに公表することとしているので、併せて留意

されたい。 

【連絡先】 

（公営企業の抜本的な改革の推進、公営企業の「見える化」の推進、重要インフラの緊急点検、天皇 

の即位に係る連休における企業の適切な運営の確保） 

自治財政局公営企業課 神長係長 電話：03-5253-5634 FAX ：03-5253-5640 

（経営戦略の策定・改定の推進、第三セクター等の経営健全化の推進） 

自治財政局公営企業課 小池係長 電話：03-5253-5635 FAX ：03-5253-5640 

（人的支援、消費税率（国・地方）の引上げに伴う対応） 

自治財政局公営企業課 鈴木係長 電話：03-5253-5634 FAX ：03-5253-5640 

（水道事業の持続的経営の確保） 

 自治財政局公営企業経営室 関本係長 電話：03-5253-5638 FAX ：03-5253-5640 

（下水道事業の持続的経営の確保） 

自治財政局準公営企業室 佐藤係長 電話：03-5253-5643 FAX ：03-5253-5640 

（公立病院の経営改革の推進） 

自治財政局準公営企業室 佐藤係長 電話：03-5253-5642 FAX ：03-5253-5640 

「平成 31 年度の地方財政対策及び地方債計画の概要（公営企業関係）」及び「平成

31 年度地方公営企業関係予算案主要項目」については、別添１・２のとおりであり、

併せて参照されたい。 
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水道・下水道事業の料金収入の大幅な減少のおそれ

着実な更新のための投資額の増大

急速な人口減少と人口の低密度化

水道・下水道事業の将来需要の大幅な減少

インフラ資産の大規模な更新時期の到来

 水道・下水道事業の経営環境はさらに厳しさを増していくことが予想される。

 とくに、現時点でも経営条件の厳しい人口が低密度の地域等においては、更なる
低密度化により、料金回収率の低下等さらなる経営悪化のおそれ

今後予想される経営環境の変化

鍵となるのは、
 安全かつ安心かつ持続可能な事業の維持更新のための「賢い」投資
 広域化、民間活用等を含めた「抜本的な改革」
 水道・下水道事業以外の民間代替性の高い公営企業は、事業そのものの意義
を検証した上で、事業廃止、民営化・民間譲渡等を含めた「抜本的な改革」

これまでの延長線上での対策では、
経営が成り立たなくなる可能性が高い。

ハード・ソフトとも将来需要に基づく供給体制の適正規模化の要請

管路等については更新需要の平準化と着実な更新、

浄水場等の施設についてはダウンサイジングや広域化専門人材の確保が困難に

＋

水道・下水道など公営企業を取り巻く経営環境の変化資料8-2
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公営企業の「見える化」

公営企業の現状及びこれからの課題

事業廃止

投資・財政計画（基本10年以上）の策定

人材確保、
組織体制の整備

新技術、ＩＣＴの
活用

公営企業会計の適用拡大 経営比較分析表の作成・公表

抜本的な改革の検討経営戦略の策定・公表・PDCA

広域化等・
民間活用

○ 急激な人口減少等に伴う料金収入の減少

○ 施設の老朽化に伴う更新需要の増大

○ 民間活用の推進等に伴い職員数が減少する中、人材の確保・育成が必要

○ 特に中小の企業では、現在の経営形態を前提とした経営改革の取組だけでは、将来にわたる住民サービスを

確保することが困難となる懸念

相互に反映

・ 公営企業が行っている事業の意義、必要性等を検証し、今後の
方向性について検討

・ 経営戦略に基づく計画的かつ合理的な経営を行うことにより、
経営基盤を強化し、財政マネジメントを向上

・ 中長期の視点に立った人口減少の推計等を踏まえた、アセット
（ストック）マネジメントの成果や将来需要予測を反映させながら、
当面の10年以上の投資・財政計画を策定
・ PDCAサイクルにより必要な見直しを図る

・抜本的な改革や経営戦略に、より的確に取り組むため、経営・資産等を正確に把握、各種経営指標を活用

更なる経営改革の推進

さらに厳しい経営環境

投資試算 財源試算

（計画期間内に収支ギャップを解消する）

 事業そのものの必要性
 公営で行う必要性

 事業としての持続可能性

 経営形態

民営化・民間譲渡

広域化等

民間活用

公営企業における更なる経営改革の推進

12



「経済財政運営と改革の基本方針2018」（平成30年6月15日閣議決定） （抄）

４．主要分野ごとの計画の基本方針と重要課題

（３）地方行財政改革・分野横断的な取組等

（公営企業・第三セクター等の経営抜本改革）

公営企業の広域化、連携、再編・統合など経営の抜本改革を加速する。公営企業の経営戦略の策定及び

ＰＤＣＡ等を通じて、更新費用や料金、繰出基準外の繰出金を含めた他会計からの繰入状況等の収入・支出

や、管理者の情報の「見える化」や、繰出基準の精査・見直し、事業廃止、民営化、広域化等及び外部の知

見の活用といった抜本的な改革等を推進する。あわせて、総務省は改革の進捗や成果の定量的把握を強力

に進め、公営企業の一層の経営基盤の強化とマネジメントの向上を促す。下水道・簡易水道については、新

たなロードマップを明確化し、人口３万人未満の団体における公営企業会計の適用を一層促進する。第三セ

クター等については、財政的リスク状況を踏まえ、各地方公共団体における経営健全化のための方針の策

定・公表を推進する。

水道・下水道について、広域化・共同化の推進を含め、持続的経営を確保する方策等を検討し、具体的な

方針を年内に策定する。先行事例の歳出効率化や収支等への効果を公表するほか、多様なＰＰＰ／ＰＦＩの導

入や広域化・連携を促進する。また、公立病院について、再編・ネットワーク化を推進する。

第３章 「経済・財政一体改革」の推進
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投資・財政計画の策定

その他の経営基盤強化
の取組（ＩＣＴ活用等）

○ 料金、企業債、一般

会計繰出金等の水準

の見直し 等

財源試算

 経営基盤強化と財政マネジメントの向上のツール
 経営健全化に向けた議論の契機とするため住民・議会に対して「公開」

経営戦略 [イメージ]

組織,人材,定員,

給与の適正化

（計画期間は基本１０年以上）

○各公営企業が、将来にわたって安定的に事業
を継続していくための中長期的な経営の基本
計画である「経営戦略」の策定を要請。
（平成26年8月29日付け公営企業三課室長通知）

○平成32年度までに策定率100％とすることを要請（平
成28年度から平成30年度までの間、集中的に策定を
推進。）。
（平成28年1月26日付け公営企業三課室長通知）

○ 「経営戦略策定ガイドライン」の策定・公表（平成28年

1月）、改訂（平成29年3月）

⇒ 「経営戦略策定ガイドライン」を再改訂し、事業ごとの具体的

な策定・改定実務の手引書となる「経営戦略策定・改定マ

ニュアル」を作成予定（平成30年度末）

○ 毎年度、経営戦略の策定に係る進捗状況を調査・
個別団体ごとに公表

○ 水道事業の高料金対策や水道管路耐震化事業、
下水道事業の高資本費対策について、経営戦略策
定を要件化

○ 経営戦略の策定に要する経費に対する特別交付税

措置（平成28～32年度）

・先進団体視察、専門家の招へい等に要する経費

・「投資・財政計画」の策定に要する経費（「投資試算」「財政試算」の

シミュレーション、収支ギャップ解消策の検討等）

・水道・下水道における広域化等の調査・検討に要する経費 等

・対象経費の１／２について一般会計から繰出

（上限額 1,000万円（事業費ベース・複数年度通算））

・一般会計繰出額の１／２について特別交付税措置

対象経費

地方交付税措置の内容

収支ギャップが生じた場合には

その解消を図る

経営戦略の策定の推進

・対象経費の1/2について一般会計から繰出

（上限額 1,000万円（事業費ベース・複数年度通算））

・一般会計繰出額の１／２について特別交付税措置

・水道・下水道における広域化等の調査・検討に要する経費

については、上限額を上乗せ（＋1,500万円）し、重点的に支援

○ 長期の人口減少推計を
踏まえた将来の需要予測
等に基づく合理的な投資額
の設定

○ 長寿命化等による平準化
等

投資試算

中長期（30年程度以上）
を見通した

アセット（ストック）マネジメント

資産管理

反映

計
画
期
間
内
の

収
支
均
衡

反映

・広域化等
・指定管理者制度、包括的民間委託
・ＰＰＰ／ＰＦＩ等 等

毎年度、進捗管理

計画と実績の乖離の
検証

 ３～５年ごとの見直し

PDCAサイクル

公営企業の「経営戦略」の策定について資料8-3
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経営戦略の策定状況と対応

○ 経営戦略策定の取組状況については、平成32年度までに策定予定の事業の割合は95.0％（策定済含む）となっており、策定
予定年度「未定」の事業の割合は5.0％であるため、平成32年度までに一層の策定推進が必要。特に、港湾整備、市場、と畜場、
観光施設、宅地造成、駐車場などは策定率が低く、かつ、策定予定年度「未定」の事業が多い。

○ 策定予定年度「未定」の事業については、都道府県を通じて課題を把握したところ、経営戦略策定のノウハウへの支援を求め
る声が多いことから、策定が進んでいない事業を多く抱える都道府県を中心として、地方公共団体金融機構と共催で将来需要
のシミュレーション手法などを学ぶ実践的な実務講習会を開催している。

○ 今後の改定にも対応するため、現行の「経営戦略策定ガイドライン」を改訂し、事業ごとの具体的な策定・改定実務の手引書
となる「経営戦略策定・改定マニュアル」を作成予定（平成30年度末）。

公営企業の経営戦略の策定状況（平成30年3月31日現在）

経営戦略の策定状況等について

（単位：事業）

① 水 道 802 (43.3%) 438 (23.7%) 216 (11.7%) 336 (18.1%) 1,792 (96.8%) 60 (3.2%) 1,852 (100.0%)

う ち 上 水 道 579 (43.8%) 338 (25.6%) 161 (12.2%) 215 (16.3%) 1,293 (97.9%) 28 (2.1%) 1,321 (100.0%)

うち簡易水道 223 (42.0%) 100 (18.8%) 55 (10.4%) 121 (22.8%) 499 (94.0%) 32 (6.0%) 531 (100.0%)

② 工 業 用 水 道 61 (40.7%) 22 (14.7%) 16 (10.7%) 45 (30.0%) 144 (96.0%) 6 (4.0%) 150 (100.0%)

③ 交 通 14 (17.1%) 22 (26.8%) 10 (12.2%) 28 (34.1%) 74 (90.2%) 8 (9.8%) 82 (100.0%)

④ 電 気 23 (25.0%) 11 (12.0%) 8 (8.7%) 38 (41.3%) 80 (87.0%) 12 (13.0%) 92 (100.0%)

⑤ ガ ス 12 (52.2%) 3 (13.0%) 5 (21.7%) 2 (8.7%) 22 (95.7%) 1 (4.3%) 23 (100.0%)

⑥ 港 湾 整 備 2 (2.2%) 7 (7.5%) 6 (6.5%) 70 (75.3%) 85 (91.4%) 8 (8.6%) 93 (100.0%)

⑦ 市 場 7 (4.7%) 12 (8.1%) 11 (7.4%) 100 (67.6%) 130 (87.8%) 18 (12.2%) 148 (100.0%)

⑧ と 畜 場 0 (0.0%) 5 (10.9%) 1 (2.2%) 32 (69.6%) 38 (82.6%) 8 (17.4%) 46 (100.0%)

⑨ 観 光 施 設 17 (7.1%) 23 (9.7%) 23 (9.7%) 145 (60.9%) 208 (87.4%) 30 (12.6%) 238 (100.0%)

⑩ 宅 地 造 成 17 (5.7%) 26 (8.8%) 16 (5.4%) 162 (54.7%) 221 (74.7%) 75 (25.3%) 296 (100.0%)

⑪ 駐 車 場 6 (3.4%) 17 (9.6%) 12 (6.8%) 119 (67.2%) 154 (87.0%) 23 (13.0%) 177 (100.0%)

⑫ 下 水 2,284 (63.9%) 394 (11.0%) 226 (6.3%) 583 (16.3%) 3,487 (97.6%) 87 (2.4%) 3,574 (100.0%)

3,245 (47.9%) 980 (14.5%) 550 (8.1%) 1,660 (24.5%) 6,435 (95.0%) 336 (5.0%) 6,771 (100.0%)

①策定済
小計

（①＋②）
③策定予定年度

未定
合計うちH30年度に

策定予定
うちH31年度に
策定予定

事業数（構成比） 事業数（構成比） 事業数（構成比） 事業数（構成比） 事業数（構成比）

合 計

②要請期間内に策定予定

事業数（構成比）

うちH32年度に
策定予定

事業数（構成比）

経営戦略の策定状況については、総務省HPにおいて公表している。http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/kouei_ryui.html）
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事業廃止 民営化・民間譲渡 公営企業型地方独立
行政法人（導入数）
（※１）

広域化等
（※２）

指定管理者制度
（導入数）

包括的民間委託 ＰＰＰ・ＰＦＩ
（導入数）

９９事業 １２事業 ２事業 １０６事業 １７事業 ６５事業 ７事業

県・政令市等 市町村等 県・政令市等 市町村等 県・政令市等 市町村等 県・政令市等 市町村等 県・政令市等 市町村等 県・政令市等 市町村等 県・政令市等 市町村等

３事業 ９６事業 ３事業 ９事業 ０事業 ２事業 ５事業 １０１事業 ０事業 １７事業 ３事業 ６２事業 ３事業 ４事業

水道 １

工業用水道 １

交通 ０

電気 １

ガス ０

病院 １

下水道 ４

簡易水道（※３） ６０

港湾整備 ０

市場 ０

と畜場 ０

宅地造成 １７

有料道路 ０

駐車場 ４

観光 ０

その他 ０

介護サービス １０

水道 ０

工業用水道 ０

交通 ０

電気 ０

ガス １

病院 １

下水道 ０

簡易水道 ０

港湾整備 ２

市場 ２

と畜場 １

宅地造成 １

有料道路 ０

駐車場 ０

観光 １

その他 ０

介護サービス ３

水道 ０

工業用水道 ０

交通 ０

電気 ０

ガス ０

病院 ２

水道（※３） １０

工業用水道 ０

交通 ０

電気 ０

ガス ０

病院 ３

下水道 ３８

簡易水道（※３） ５５

港湾整備 ０

市場 ０

と畜場 ０

宅地造成 ０

有料道路 ０

駐車場 ０

観光 ０

その他 ０

介護サービス ０

水道 １

工業用水道 ０

交通 ０

電気 ０

ガス ０

病院 ２

下水道 ０

簡易水道 ０

港湾整備 ０

市場 １

と畜場 ０

宅地造成 ０

有料道路 ０

駐車場 １

観光 ６

その他 １

介護サービス ５

水道 １５

工業用水道 ０

交通 ０

電気 ０

ガス ０

病院 ０

下水道 ４６

簡易水道 ４

港湾整備 ０

市場 ０

と畜場 ０

宅地造成 ０

有料道路 ０

駐車場 ０

観光 ０

その他 ０

介護サービス ０

水道 ２

工業用水道 ０

交通 ０

電気 ０

ガス ０

病院 ０

下水道 ５

簡易水道 ０

港湾整備 ０

市場 ０

と畜場 ０

宅地造成 ０

有料道路 ０

駐車場 ０

観光 ０

その他 ０

介護サービス ０

○地方公営企業の各事業体において、その事業の特性に応じた抜本的な改革等の取組が進められている。
○平成２９年度中において、広域化等で１０６事業、包括的民間委託で６５事業など、２４８事業で抜本的な改革等が実施されている。
○事業廃止は宅地造成事業、広域化等は下水道事業、包括的民間委託は水道事業・下水道事業において積極的に取り組まれている。

合計

２４８事業
（※２）広域化等とは、事業統合をはじめ施設の共同化・管理の一体化などの広域的な連携、下水道事業における最適な汚水処理施設を選択し整備する最適化及び病院事業における

再編ネットワーク化等を指す。

（※１）公営企業型地方独立行政法人については、地方独立行政法人法により、その経営できる事業が定められている。

（※３）簡易水道事業の事業廃止（６０事業）は、水道事業又は簡易水道事業との統合によるものであり、広域化等の類型において重複計上しているため、類型ごとの取組事業数の総計
と右下部記載の「合計」は一致しない。

資料8-4 公営企業の抜本的な改革等の取組状況概要（平成29年度）
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平成３０年３月時点【掲載事例数】

○ 先進・優良事例集では、全国の公営企業において取り組まれた実際の改革事例の中から、各公営企業の担当者が改革の検
討を行う際に参照できるよう、検討のきっかけや取組のプロセス、改革の効果額等について具体的に記載。

本事例集については、総務省ＨＰで公開している。 http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/kouei/jirei.html

事業名／類型 事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等

民間活用

その他 計
PPP・PFI

包括的
民間委託

指定管理
者制度

地方独立
行政法人

その他

水道事業 ２７ ２３ １１ １０ ２ ２４ ７４（７０）

下水道事業 １８ ３５ １５ １３ ２ ５ １３ ６６（５５）

病院事業 １９ １８ １ ４ ９ ４ ６ ４３（４０）

交通事業 １ ６ ２ ２ ６ １５（１５）

電気事業 １ ４ ５（５）

ガス事業 １ １ １ １ ３（３）

港湾整備事業 １ １ １ １ ３（３）

観光施設事業 １ ３ ２ １ １ ６（５）

駐車場整備事業 ２ １ ３ １ ２ ６（６）

市場事業 ２ １ １ １ ４（４）

と畜場事業 １ １ ２ ２ ４（４）

宅地造成事業 １ １（１）

計 ６ １６ ６５ ８８ ２９ ２４ １４ ９ １２ ５５ ２３０（２１１）

※１ （ ）内は実数。
※２ 病院事業における「広域化等」は、「再編・ネットワーク化」、「民間活用」は、「経営形態の見直し」に係る事例の事業数である。

公営企業の抜本的な改革等に係る先進・優良事例集について
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現在の経営の効率化・健全化と、将来にわたる安定的な経営の継続のため、各公営企業は、公営企業会計の適用による損益・
資産の正確な把握、経営比較分析表の活用、中長期的な投資必要額と財源の具体的な推計等により、事業の現在の課題、将来
の見通し・リスクを「見える化」して把握、分析、公表した上で、こうした将来推計も踏まえ、当該事業の必要性と担い手のあり方に
ついて、抜本的な改革の検討を行うことが必要である。

「抜本的な改革」の検討プロセス

○ 事業の意義、提供しているサービスの必要性について、各事業の特性に応じて検証（※1）

⇒ 意義・必要性がないと判断された場合には、速やかに事業廃止等を行うべき

○ 事業の継続、サービスの提供自体は必要と判断された場合でも、収支や採算性、将来性の
点から、公営で行うべきかどうかを検討 ⇒民営化や民間譲渡について検討

抜本的な改革の必要性

①事業そのもの
の必要性・公営
で行う必要性

②事業としての
持続可能性

○ 人口減少等に伴う料金収入の減少、施設の更新需要や老朽化の程度、制度改正による
影響等の経営上の課題等を勘案し、事業としての持続可能性を検証

⇒持続可能性に問題があると判断された場合、事業の必要性に応じて事業廃止の検討

または事業を持続可能なものとするための取組を実施

○ 人口減少等に伴う料金収入の減少、施設の更新需要の増大など、公営企業をめぐる経営環

境が厳しさを増す中で、現在の経営形態を前提とした経営改革だけでは、将来にわたる住民

サービスを確保することが困難となる懸念

⇒事業統合、施設の統廃合・共同設置、施設管理の共同化、管理の一体化等の広域化等（※2）、

指定管理者制度、包括的民間委託、コンセッションを含むPPP/PFI方式等の民間活用を検討

③経営形態
（事業規模・
範囲・担い手）

（※1）：例えば、水道事業及び下水道事業は、地方公共団体の事業主体としての位置付けが法定されており、②・③を検討する。

３つの観点から
４つの方向性を
基本として

抜本的な改革
を検討

事業廃止

民営化・
民間譲渡

広域化等
（※2）

民間活用

（※2）：広域化等とは、事業統合はじめ施設の共同化・管理の共同化などの広域的な連携、下水道事業における最適な汚水処理施設を選択し整備する最適化を含む概念である。

「抜本的な改革」の必要性と検討プロセス

○ 公営企業の抜本的な改革の方向性等については、総務省が平成28年度に設置した「公営企業の経営のあり方に関する研
究会」において検討を行い、平成29年3月に報告書を取りまとめている。

○ 同報告書については総務省HPにおいて公表しているため、各公営企業におかれては検討に当たって御参照されたい。
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/koeikigyou/index.html
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ＰＰＰ/ＰＦＩ推進アクションプラン（平成３０年改定版）概要

背
景

改
定
版
概
要

PPP/PFI推進のための施策

コンセッション事業の推進 実効性のあるPPP/PFI導入検討の推進 地域のPPP/PFI力の強化

○コンセッション事業の具体化のため、重点分野におけ
る目標の設定

○独立採算型だけでなく、混合型事業の積極的な検
討推進

○公共施設等総合管理計画・個別施設計画の
策定・実行開始時期に当たる今後数年間にお
いて、国及び全ての地方公共団体で優先的
検討規程の策定・運用が進むよう支援を実施

・国及び人口20万人以上の地方公共団体にお
ける的確な運用、優良事例の横展開

・地域の実情や運用状況、先行事例を踏まえ、
人口２０万人未満の地方公共団体への導入
促進を図るよう、分かりやすい情報の横展開

・PPP/PFIの経験の少ない地方公共団体や小
規模の地方公共団体への実施主体の裾野拡
大に向けて、実施主体の負担軽減策として、
柔軟性・実効性のある検討・導入手法の検討

○インフラ分野での活用の裾野拡大

○地域・ブロックプラットフォームを通じた具体的な案件
形成、民間企業の参入意欲刺激

・官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等）

・地元企業の事業力強化

・PPP/PFI推進に資するデータの見える化推進

○情報提供等の地方公共団体に対する支援

・改正PFI法で創設のワンストップ窓口制度、助言制
度等の運用による支援強化

・先進的な地方公共団体の取組や組織設計等の分
析・横展開、期間満了案件の検証

○PFI推進機構の資金供給機能や案件形成のための
コンサルティング機能の積極的な活用

公的不動産における官民連携の推進

○地域の価値や住民満足度の向上、新たな投資やビ
ジネス機会の創出に繋げるための官民連携の推進

・公園や遊休文教施設等の利活用推進

・公共施設等総合管理計画・固定資産台帳の整備・
公表による民間事業者の参画を促す環境整備

・特に市場性の低い地域での優良事例の成功要素
抽出・横展開

コンセッション
事業等の
重点分野

空港【６件達成】、水道【６件：～平成３０年度】、下水道【具体的検討６件達成、実施方針目標６件：～平成３１年度】、
道路【１件達成】 、文教施設【３件：～平成３０年度】、公営住宅【６件：～平成３０年度】、

クルーズ船向け旅客ターミナル施設 【３件：～平成３１年度】、ＭＩＣＥ施設 【６件：～平成３１年度】、
公営水力発電【３件：～平成３２年度】、工業用水道【３件：～平成３２年度】

事業規模
目標

２１兆円（平成２５～３４年度の１０年間）
コンセッション事業７兆円、収益型事業５兆円（人口２０万人以上の各地方公共団体で実施を目指す）、

公的不動産利活用事業４兆円（人口２０万人以上の各地方公共団体で２件程度の実施を目指す）、その他事業５兆円

ＰＤＣＡサイクル 毎年度のフォローアップと事業規模や施策の進捗状況の「見える化」、アクションプランの見直し

今後多くの公共施設等が老朽化による更新時期を迎える中、公的負担の抑制に資するＰＰＰ／ＰＦＩが有効な事業は
どの地方公共団体等でも十分に起こりうるものであり、良好な公共サービスの実現・新たなビジネス機会の創出も
期待できるため、国及び地方は一体となってＰＰＰ／ＰＦＩの更なる推進を行う必要がある

改
定
の

ポ
イ
ン
ト

※橙字は主な改定事項

•改正PFI法で創設のワンストップ窓口制度、助言制度等の円滑な運用により、国の支援機能の強化を図る
•実施主体の経験や地域の実情に応じた支援・負担軽減策の検討等を通じ、実施主体の裾野拡大を図る
•空港をはじめとするコンセッション事業等の重点分野に公営水力発電・工業用水道を追加する

平 成 ３ ０ 年 ６ 月 １ ５ 日

民間資金等活用事業推進会議
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H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

○簡易水道・下水道（公共・流域）
＜人口３万人以上＞

○簡易水道・下水道（公共）
＜人口３万人未満＞

○下水道（集排・浄化槽）

○その他の事業

団体の実情に応じて移行

移行

＜拡大集中取組期間＞

できる限り移行

（移行完了）

現ロードマップ

公営企業会計の適用拡大に向けた新たなロードマップ

新ロードマップ

H27.1月
総務大臣通知等により要請

H31.1月
総務大臣通知等により要請

＜現集中取組期間＞

ただし、すでに廃止が決定している等、将来にわたる継続を見込まな
い事業や、災害対応その他の理由により、期間内の移行が著しく困難な
市区町村については、この限りでない

公営企業として継続的に経営を行っていく以上、原則として公営企業
会計への移行が求められる。特に、資産規模が大きく、多額の更新投資
を要する事業については、積極的に移行を検討

移行

できる限り移行

新たなロードマップに基づき、小規模団体においても取組が着実に推進されるよう、
引き続き地方財政措置を講ずるとともに、会計適用に係るマニュアル、専門人材による人的支援、都道
府県による支援体制等の充実を図る。

各地方公共団体における公営企業会計適用の進捗状況を踏まえ、地方公営企業法における財務規
定等の適用範囲の拡大等、地方公営企業法の改正を含めた今後の公営企業制度のあり方について
検討。

資料8-5
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H31年度～H35年度（５年間）を新たな集中取組期間として、以下の取組を要請

新たなロードマップにおける対象事業について

簡易水道

下水道

その他
流域 公共 集落排水 浄化槽

都道府県
及び

人口３万人以上
の市区町村

人口３万人未満
の市区町村

「重点事業」：特に公営企業会計を適用する必要性が高い

平成31年度までに移行することが必要

平成35年度までに移行することが必要

※ただし、すでに廃止が決定している等、将来にわたる継続を見込まない事
業や、災害対応その他の理由により、期間内の移行が著しく困難な市区町
村については、この限りでないこと。

平成31年度までに

できる限り移行対象
に含めることが必要

公営企業として継続
的に経営を行っていく
以上、原則として公営
企業会計に移行する
ことが求められること
から、平成35年度ま

でにできる限り移行す
ることが必要。

特に、資産規模が
大きく、多額の更新投
資を要する事業につ
いては、積極的に移
行を検討すること。

青文字は前回通知により要請していた内容 赤文字は今回通知により新たに要請する予定の内容
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地方公営企業法適用の意義

公営企業を取り巻く状況の変化と改革の必要性

○ 著しい人口減少等による料金収入の減少
○ 施設・管路等の老朽化に伴う更新投資の増大
○ 国・地方を通じた厳しい財政状況

期待される効果

公営企業とは：住民生活に身近な社会資本の整備及びサービスの提供を行う主体

将来にわたって持続可能な経営を確保するために、
「経営の見える化」による経営基盤の強化が必要

将来にわたり持続可能な経営基盤の確保のために必要な情報の把握

○ 経営状況（損益情報・ストック情報等）の的確な把握等
⇒経営効率化、経営改革の推進
⇒より適切な説明責任

目的

○ 発生主義・複式簿記の採用

○ 経営成績（毎年度の利益・損失等フロー情報）・財政状態（資産・負
債等ストック情報）の早期把握

○ 業務量の増加に応じた収入の支出への充当
○ 資産の運用に係る特例（議会の議決不要）

地方公営企業法財務規定等の適用

公営企業会計の適用 予算・資産の弾力的運用

企業間での経営状況の比較

分かりやすい財務情報に基づく
住民や議会によるガバナンスの向上

職員の経営マインドの育成

持続可能なストックマネジメント等の推進

広域化、民間活用等の抜本改革の推進

適切な原価計算に基づく料金水準の設定が可能に
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○ 人口３万人以上の地方公共団体のうち、公営企業会計を「適用済」及び「適用に取組中」の団体の割合は、下水道事業（公
共下水道事業（特定公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業を含む。）及び流域下水道事業）において99.4％、簡
易水道事業においては95.8％であり、取組に大幅な進捗が見られる。

○ 一方、人口３万人未満の地方公共団体のうち、公営企業会計を「適用済」及び「適用に取組中」の団体の割合は、下水道事
業（公共下水道事業（特定公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業を含む。）、流域下水道事業、集落排水及び合
併浄化槽）において27.6％、簡易水道事業においては、42.9％であり、取組の進捗に差異が見られる。

上記の取組状況調査結果については、総務省HPにおいて公表している。 http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/kouei_kaikei.html

（※1）公共下水道事業（特定公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業を含む。以下同じ。）、流域下水道事業、農業集落排水施設事業、漁
業集落排水 施設事業、林業集落排水施設事業、簡易排水施設事業、小規模集合排水処理施設事業、特定地域生活排水処理施設事業及び
個別排水処理施設事業をいう。

（※2）「公営企業会計の適用の推進に当たっての留意事項について」（平成27年1月27日付け総務省自治財政局長通知）において、「都道府県及び人

口３万人以上の市区町村については、下水道事業（公共下水道（特定環境保全公共下水道及び特定公共下水道を含む。）及び流域下水道）（中
略）について集中取組期間内に移行することが必要である」としている。

（※3）簡易水道事業については、上水道事業への統合の取組も公営企業会計適用の取組として集計している（例えば、H26.4.1以降、既に上水道事業
へ統合した場合は「①適用済」、上水道事業への統合に取り組んでいる場合は「②取組中」として整理している。）。

公営企業会計適用の取組状況

（単位：団体）

① 82 (10.0%) 194 (33.3%)

② 143 (17.5%) 56 (9.6%)

225 (27.6%) 250 (42.9%)

③ 308 (37.7%) 135 (23.2%)

④ 283 (34.7%) 198 (34.0%)

816 (100.0%) 583 (100.0%)

団 体 数 （ 構 成 比 ） 団 体 数 （ 構 成 比 ）

下 水 道 事 業 （ ※ 1 ） 簡 易 水 道 事 業 （ ※ 3 ）

検 討 未 着 手

合 計

適 用 済

適 用 に 取 組 中

小 計 （ ① ＋ ② ）

検 討 中

人口３万人未満の団体（単位：団体）

① 370 (44.8%) 370 (45.5%) 201 (64.6%)

② 440 (53.3%) 439 (53.9%) 97 (31.2%)

810 (98.1%) 809 (99.4%) 298 (95.8%)

③ 8 (1.0%) 5 (0.6%) 13 (4.2%)

④ 8 (1.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

826 (100.0%) 814 (100.0%) 311 (100.0%)

下 水 道 事 業 （ ※ 1 ） 簡易水道事業（※3）

公共下水道事業及び
流域下水道事業（※2）

団体数 （ 構成 比 ）

適 用 済

団体数（構成比）

適 用 に 取 組 中

小 計 （ ① ＋ ② ）

検 討 中

検 討 未 着 手

合 計

人口３万人以上の団体
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１．マニュアル等の作成

４．地方財政措置

公営企業会計の適用拡大に係る支援方策

○ 公営企業会計の適用に係る具体的な業務について取りまとめたマニュアルや、先行団体の事例を掲載した
先進事例集、団体からの質問を取りまとめた質疑応答集を作成・公表。

⇒ 利便性向上のため、各種マニュアル等を一元化した上で、地方公共団体における取組の進捗や各団体との
質疑応答を踏まえ、先進事例集や質疑応答集を充実。

○ 公営企業会計の適用に要する経費の財源に充当するための公営企業債（公営企業会計適用債）を措置。

⇒ 下水道事業及び簡易水道事業（重点事業）について、元利償還金に対する交付税措置を継続するとともに、
重点事業以外の事業についても新たに交付税措置。

２．人的支援制度

○ 市町村に対する専門人材の派遣等により、公営企業会計の適用に係る個別具体的な助言を実施。

⇒ 派遣制度の量的・質的な拡充を図るとともに、専門人材を活用し、小規模な団体における公営企業会計の適
用のモデル事業を導入。

○ 現在、各都道府県が市町村を対象として、公営企業会計の適用の推進のための研修等を実施。

⇒ 市町村の取組支援のため、都道府県と市町村が参加する体制を構築し、当該体制の下で、個別相談会や、
専門人材の養成及び各市町村への派遣を実施。また、都道府県がこれらの取組に要する経費について、新た
に交付税措置。

３．都道府県による市町村の支援
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プラットフォーム（都道府県－市町村連絡会議）の設置

都道府県による市町村支援体制の構築

○ 都道府県は個別市町村の状況を把握し、上記の取組を通じ、適切な助言等を実施
○ 市町村は自団体の課題を把握するとともに、他団体との情報交換を通じて取組を促進
○ 都道府県が招聘する専門人材のサポートにより、専門性を確保

研修会等

人的支援

複数市町村による共同発注のコー
ディネート

個別相談会等

市町村間の連携支援

○ 新ロードマップの推進に向けて都道府県に対し、個別市町村の状況を的確に把握し、その取組を総合的に支援することを要請。
○ 市町村の取組に要する経費（会計適用債の対象）や、都道府県が行う市町村支援に要する経費について、普通交付税措置。

都道府県
市町村財政担当部局

都道府県
公営企業部局

有識者・専門人材
（自治体OB等）

市
町
村

の
取
組

都
道
府
県
の
支
援

会計適用完了作業開始 運用準備

資産台帳の
整備

システム整備 予算編成 日常経理・決算
予算執行

専門人材の発掘・養成・リスト化・市町村への派遣コーディネート

◇公営企業会計とは
◇業者委託に係る留意事項

都道府県企業部局を中心として、
市町村間の連携体制を構築

市町村の招聘経費には人材ネット事業を活用

専門人材や地方公共団体金融機構等の講師派遣制度を活用

専門人材を活用

資産台帳の整備に必要な作業 複式簿記の会計システム処理 ４条予算の編成上のポイント 複式簿記による日々仕訳の手法

◇会計適用に必要な予算の要求
◇事業者選定上の留意点

決算簿等による取得原価の登録 業者への支払額の妥当な水準 適切な勘定科目の設定 日々仕訳の実務負担への対応

市町村間の情報交換等の機会を確保

事前準備
関係部局との調整
職員の養成 等

事前準備
事業者への委託

26



公営企業会計の適用拡大に係る地方財政措置

新たなロードマップにおいて、現行の重点事業を含む全ての法非適用事業について公営企業会計の適用を要請することを踏ま
え、公営企業会計適用の取組や当該取組に対する支援に要する経費等について、地方財政措置の拡充・新設を行う

○ 概要：法非適用事業における公営企業会計適用に要する経費について、地方債（公営企業会計適用債）を充当した場合に、
その元利償還金の一部を一般会計からの繰出しの対象とし、当該繰出しについて地方交付税措置

○ 対象経費：地方公営企業法の財務規定等の適用に要する経費（基礎調査・基本計画等策定経費、資産評価・資産台帳作成
経費、財務会計システム導入経費等をいう。ただし、財務規定等の適用に係る事務に従事する職員の給料等は原
則として含まれない。）
※ 「公営企業経営支援人材ネット事業」を活用した場合の、専門人材招へいに要する経費も含む

○ 財政措置：
－ 簡易水道事業［継続］ ：元利償還金の1/2に繰出し、繰出額の100％に普通交付税措置
－ 下水道事業［継続］ ：元利償還金の一部に繰出し、元利償還金の21～49％に普通交付税措置
－ 上記以外の事業［新規］：元利償還金の1/2に繰出し、繰出額の50％に特別交付税措置

（都道府県・指定都市については財政力補正あり）
○ 措置期間：平成31～平成35年度

１．公営企業会計の適用に要する経費に係る地方財政措置 【拡充】

２．都道府県が行う市町村への支援に係る地方財政措置 【新規】

○ 概要：都道府県が行う市町村の公営企業会計適用の取組への支援に要する経費について、普通交付税措置

○ 対象経費：会議・研修会等の開催、市町村を対象とした個別相談の実施、個別市町村との連絡調整（職員派遣等）、専門人
材養成（研修実施費等）に要する経費

○ 措置期間：平成31～平成35年度

３．公営企業会計適用前後の資本費平準化債の発行可能額に係る激変緩和措置 【新規】

○ 概要：公営企業会計の適用に伴い資本費平準化債の発行可能額が減少する場合について、激変緩和措置を講ずる
○ 措置内容：平成35年度までに会計適用した事業について、３年間にわたって激変緩和措置を実施（会計適用後の発行可能額

が非適用の場合の算定方法に基づく発行可能額を下回る場合、差額に一定率を乗じた額を加算）
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・複数の経営指標を組み合わせた分析

・経年比較や他の地方公共団体等との比較

2016 2018

集中改革期間

・抜本的な改革（廃止、民営化・民間譲渡、広域化）の検討

・「経営戦略」の策定
・自らの経営の現状、課題を客観的に把握

・現状・課題が議会・住民にも「見える化」

○経営指標

①経営の健全性…経常収支比率、累積欠損金比率、流動比率等

②経営の効率性…料金回収率、給水原価、乗車効率等

③老朽化の状況…有形固定資産減価償却率、管路更新率等

2020

水道・下水道事業
を公表
（2016.2～）

を強力に後押し

公営企業の

全面的な見える化

を強力に推進

「経営比較分析表」による見える化の徹底

健全性、効率性が一目でわかる経営指標の採用

更なる対象拡大・内容充実に向けた工程表

・ 各公営企業の基本データ（普及率、給水人口等）

・ 経営の健全性・効率性・老朽化の状況を示す指標の経年変化・類

似団体比較を示したグラフ・表

・ 各公営企業による分析コメント

・ 毎年度２月を目途に、各指標・コメント等を更新

見える化のコンテンツ

誰もが比較検討しやすいイメージで公表

グラフ凡例

当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成26年度全国平均

① 有形固定資産減価償却率（％）① 経常収支比率（％） ② 給水原価（円）

1. 経営の健全性・効率性 2. 老朽化の状況

1,212.12 【】

分析欄
1. 経営の健全性・効率性
について

33.33 44.44 55.55 666.66 1,010.10 1,111.11

2. 老朽化の状況について

全体総括

999.99 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km2) －

法適用 水道事業 末端給水事業 A1 777.77 888.88

経営比較分析表

Ａ県　Ｂ市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

バス・電気事業を公表
（2017.9～）

公表分野を順次、拡大

観光施設（休養宿泊施設）、
駐車場整備事業を公表
（2018.4～）

病院事業を公表
（2018.11～）

「経営比較分析表」を活用した公営企業の全面的な「見える化」の推進
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総 財 公 第 ９ 号 

平成 31 年 1 月 25 日 

各 都 道 府 県 知 事 

  殿 

各 指 定 都 市 市 長 

総務大臣 石田 真敏 

公営企業会計の適用の更なる推進について 

公営企業を取り巻く経営環境は、急速な人口減少等に伴うサービス需要及び料金収

入の減少や施設等の老朽化に伴う更新需要の増大等により、急速に厳しさを増してい

ます。 

こうした中で、公営企業が必要な住民サービスを将来にわたり安定的に提供してい

くためには、公営企業会計の適用により、資産を含む経営状況を比較可能な形で的確

に把握した上で、中長期的な視点に基づく経営戦略の策定等を通じ、経営基盤の強化

と財政マネジメントの向上等に取り組んでいくことが求められます。特に、将来にわ

たり持続可能なストックマネジメントの推進や適切な原価計算に基づく料金水準の

設定は、今後の公営企業の基盤強化に不可欠な取組であり、これらの取組を進めるた

めには、公営企業会計の適用により得られる情報が必須となります。また、広域化、

民間活用等の抜本的な改革の推進に当たっても、公営企業会計に基づく財務情報を関

係者間で共有することが有効です。 

こうした観点から、地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号）を適用していない

事業（以下「法非適用企業」という。）について、「公営企業会計の適用の推進につい

て」（平成 27 年１月 27 日付け総財公第 18 号総務大臣通知。以下「平成 27 年通知」

という。）により、平成 27 年度から平成 31 年度までの５年間で、同法の規定の全部

又は一部（財務規定等）を適用し、公営企業会計に移行されるよう要請するとともに、

特に資産の規模が大きく、住民生活に密着したサービスを提供している下水道事業及

び簡易水道事業について、重点的な取組をお願いしたところです。 

この間、都道府県及び人口３万人以上の市区町村（一部事務組合及び広域連合を含

む。以下同じ。）における下水道事業及び簡易水道事業については、取組に大幅な進

捗が見られましたが、一方で、人口３万人未満の市区町村においては、取組の進捗に

差異が見られるなど、一層の取組が求められる状況にあります。 

こうした状況を踏まえ、各地方公共団体におかれては、法非適用企業に係る公営企

業会計への移行について、引き続き、平成 27 年通知による取組を進めていただくと

ともに、新たに平成 31 年度から平成 35 年度までの５年間で、更なる取組を推進して

いただくよう、特段の御配慮をお願いします。特に、下水道事業及び簡易水道事業に

ついては、引き続き、重点的に取り組まれるようお願いします。 

 なお、総務省においては、従前より公営企業会計の適用について支援措置を講じて

きたところですが、地方公営企業法の適用に関するマニュアルの改訂、所要の経費に

対する地方財政措置の拡充、公営企業経営アドバイザー派遣事業等の充実などにより、

引き続き、助言・情報提供等を行うこととしています。各地方公共団体におかれては、

これらを適切に活用し、取組を進めていただきますようお願いします。 

 各都道府県知事におかれては、貴都道府県内の市区町村（指定都市を除く。）に対

しても、この旨を周知していただくとともに、市区町村が公営企業会計への移行を円

滑に進めることができるよう、関係部局間で十分に連携の上、適切な御助言をお願い

します。 

 なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項（技術

的な助言）に基づくものです。 
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総 財 公 第 1 0 号 

平成 31 年１月 25 日 

各 都 道 府 県 知 事 

  殿 

各 指 定 都 市 市 長 

総務省自治財政局長 

公営企業会計の適用の推進に当たっての留意事項について 

標記については、「公営企業会計の適用の推進について」（平成 27年 1月 27 日付

け総財公第 18 号総務大臣通知。以下「平成 27年通知」という。）及び「公営企業会

計の適用の更なる推進について」（平成 31年 1月 25 日付け総財公第９号総務大臣通

知。以下「平成 31年通知」という。）により、地方公営企業法（昭和 27年法律第

292 号）を適用していない事業（以下「法非適用企業」という。）について、各地方

公共団体が同法の規定の全部又は一部（財務規定等）を適用し、公営企業会計に移

行することを要請しているところです。 

 各地方公共団体におかれては、このことを踏まえて、下記の内容に御留意の上、公

営企業会計への移行に適切に取り組まれるようお願いします。 

 各都道府県知事におかれては、貴都道府県内の市区町村（指定都市を除く。）及び関

係一部事務組合等に対しても、この旨を周知していただくとともに、適切な御助言を

お願いします。 

なお、「公営企業会計の適用の推進に当たっての留意事項について」（平成 27 年１

月 27 日付け総財公第 19 号総務省自治財政局長通知）のうち、１(2)に係る平成 31 年

度の取扱いについては、本通知によるものとします。 

 本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項（技術的な助

言）に基づくものです。 

記 

１．適用の推進について 

(1) 取組期間

公営企業会計への移行について、平成 27年通知においては平成 27 年度から平

成 31年度まで（以下「集中取組期間」という。）、平成 31年通知においては平成

31 年度から平成 35年度まで（以下「拡大集中取組期間」という。）をそれぞれ取

組期間としており、(2)に掲げる対象事業について、地方公共団体は、遅くとも各

期間の最終年度の翌年度の予算・決算について、公営企業会計に基づくものに移

行していることが求められる。 

このため、集中取組期間内に公営企業会計に移行することを要請している事業

について、遺漏なく移行作業を進めていただくとともに、拡大集中取組期間内に

公営企業会計に移行することを要請する事業について、移行作業に未着手の場合

にあっては、固定資産台帳の整備をはじめとする移行事務の作業量を把握した上

で、必要な人員、予算等の確保をはじめとする諸準備に速やかに着手し、計画的

に移行作業を進めることが必要である。 

(2) 対象事業

① 下水道事業（公共下水道（特定環境保全公共下水道及び特定公共下水道を含

む。以下同じ。）、流域下水道、集落排水及び合併浄化槽をいう。以下同じ。）及

び簡易水道事業（以下「重点事業」という。）については、特に公営企業会計を

適用する必要性が高いことから、集中取組期間及び拡大集中取組期間において、

以下のとおり、公営企業会計への移行に重点的に取り組むことが必要である。 

・ 都道府県及び人口３万人以上の市区町村（一部事務組合及び広域連合を含

む。以下同じ。）については、下水道事業のうち公共下水道及び流域下水道並

びに簡易水道事業について、集中取組期間内に移行することが必要であるこ

と。集落排水及び合併浄化槽についても、集中取組期間内にできる限り移行

することが必要であり、遅くとも拡大集中取組期間内に移行することが必要

であること。

・ 人口３万人未満の市区町村については、重点事業について、集中取組期間

内にできる限り移行することが必要であり、遅くとも拡大集中取組期間内に

移行することが必要であること。 

・ ただし、既に廃止が決定している等、将来にわたる継続を見込まない事業

や、災害対応その他の理由により、拡大集中取組期間内の移行が著しく困難

な市区町村については、この限りでないこと。 

② 重点事業以外の事業についても、公営企業として継続的に経営を行っていく

以上は、原則として公営企業会計の適用が求められることから、拡大集中取組

期間内にできる限り移行することが必要であること。特に、資産規模が大きく、

多額の更新投資を要する公営企業を経営する地方公共団体においては、積極的

に移行を検討すること。

(3) 公営企業会計への移行作業に当たっての留意事項

① 複数の法非適用企業を有する地方公共団体においては、固定資産台帳の整備

やシステム改修等の移行事務について、民間事業者等への委託を含め、一括し

て取り組むことが効率的であること。

② 公営企業会計への移行に伴う固定資産台帳の整備に当たっては、「統一的な

基準による地方公会計の整備促進について」（平成 27 年１月 23 日付け総財務

第 14号総務大臣通知）に基づく固定資産台帳や、下水道法（昭和 33 年法律第
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79 号）第 23 条第１項に規定する公共下水道台帳等の活用が可能であること。 

 また、簡易水道事業については、水道法の一部を改正する法律（平成 30 年

法律第 92 号）による改正後の水道法（昭和 32 年法律第 177 号）第 22 条の３

第１項の規定により、水道施設の台帳の作成が義務付けられることを踏まえ実

施することが効率的であること。 

③ 地方公共団体が、水道事業及び地方公営企業法の規定の全部を適用する簡易

水道事業を併せて経営する場合又は二以上の下水道事業を併せて経営する場

合には、それら共通目的の事業について総合的な経営状況を把握し、財政マネ

ジメントを行う観点から、それぞれ当該併せて経営する事業を通じて一の特別

会計によって経理を行うことも有効な方策となりうること。

２．都道府県の取組について 

拡大集中取組期間において、人口３万人未満の市区町村における公営企業会計へ

の移行を一層推進することとしていることを踏まえ、各都道府県においては、市区

町村が円滑に移行を進めることができるよう、関係部局間で十分連携し、役割分担

を明確化した上で、以下の取組を積極的に実施されたい。なお、具体的な役割分担

は、各都道府県の実情に応じ定められたいが、基本的には、市区町村財政担当部局

が取りまとめを担い、公営企業を経営する部局及び各事業法に基づく事務を所管す

る部局が専門的見地から必要な連携を行うことを想定している。 

(1) 連絡会議等（都道府県内の市区町村の取組を支援するためのプラットフォー

ム）の設置

都道府県内の各市区町村の取組状況の把握、課題の共有、連携強化等を目的と

して、都道府県及び都道府県内の全ての市区町村が参加する連絡会議等を設置

すること。 

(2) 研修会の開催等

市区町村の知見の習得を支援するための研修会（地方公共団体金融機構が実施

する講師派遣等の支援事業の活用を含む。）を開催するとともに、他の関係機関

が開催する研修等を市区町村に対して周知すること。また、専門人材の活用によ

る個別相談会を開催するなど、きめ細かい支援を行うこと。 

更に、公営企業経営支援人材ネット事業の有効性を高めるため、各都道府県と

関係を有する専門人材を積極的に確保・養成し、市区町村に対して周知及びあっ

せんを図ること。 

(3) 事務や発注等の共同化の推進

事務の効率化により市区町村の負担軽減を図るため、固定資産台帳の整備やシ

ステム改修等の移行事務やその発注等について、各都道府県が中心となり、複数

の市区町村による共同化を推進すること。 

３．支援措置について 

総務省においては、各地方公共団体において公営企業会計への移行が円滑に推

進されるよう、以下の取組を行うこととしている。 

(1) マニュアルの改訂

平成 27 年１月に公表した「地方公営企業法の適用に関するマニュアル」につ

いては、全体構成の見直し、各項目の記載内容の充実、質疑応答及び事例集の追

加等の改訂を予定しており、移行に当たっては、改訂後の同マニュアルを参考と

されたい。 

なお、既に公営企業会計を適用している地方公共団体にあっても、同マニュア

ルを参考として、固定資産台帳の整備・更新や、財務諸表の作成・運用について、

適切に対応されたい。 

(2) 地方財政措置の拡充

公営企業会計の適用に要する経費については、平成 31 年度から平成 35 年度

までの間、引き続き、公営企業債の対象とする措置を講ずるとともに、重点事業

である下水道事業及び簡易水道事業に加え、重点事業以外の事業についても元

利償還金に係る地方交付税措置を講ずることとしている。また、２に掲げる都道

府県が行う市区町村への支援に要する経費について、地方交付税措置を講ずる

こととしている。 

(3) 公営企業経営アドバイザー派遣事業等の充実

公営企業の経営効率化等の観点から、公営企業会計の適用、経営戦略の策定及

び広域化の検討等について助言を行うため、全額国費による公営企業経営アドバ

イザー派遣事業を実施しているところであるが、同事業を活用し、人口３万人未

満の市区町村等を対象とした公営企業会計の適用に係るモデル事業を創設する

こととしている。 

また、外部専門家を招へいし、指導・助言を受けることができる公営企業経営

支援人材ネット事業について、派遣人材の充実強化を図ることとしている。なお、

同事業を公営企業会計の適用に活用する場合、所要の経費について、(2)に掲げ

る公営企業債の充当が可能であるが、充当しない場合にあっては、特別交付税措

置を講ずることとしている。 

(4) 研修等による情報提供等について

総務省においては、公営企業会計の適用を推進する観点から、引き続き、関係

機関と連携し、地方公共団体に対し、公営企業会計の適用に関する研修を行うな

ど、継続的に情報提供を行うとともに、必要に応じて助言を行うこととしている。 

４．その他 

(1) 地方公営企業法の全部適用

公営企業会計の適用に当たっては、経営の機動性・自由度の向上等を図るとと

もに、広域化等の経営統合による経営基盤の強化を推進する観点から、地方公営
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企業法の規定の全部を適用することについても併せて検討することが望ましい。 

(2) 資本費平準化債の発行可能額に係る激変緩和措置

資本費平準化債については、公営企業会計を適用している事業と適用していな

い事業で発行可能額の算定方法が異なることから、公営企業会計の適用に伴い発

行可能額が減少する場合について、激変緩和措置を講ずることとしている。 

(3) 公営企業会計適用の取組状況等の調査・公表

総務省では、引き続き、毎年度、公営企業会計適用の取組状況等について調査

を行い、その結果を公表する予定である。 

(4) 公営企業制度のあり方の検討

総務省においては、公営企業を取り巻く経営環境の変化や、中・長期的な課題

等への対応を適切に行うため、各地方公共団体における公営企業会計適用の進捗

状況を踏まえ、地方公営企業法における財務規定等の適用範囲の拡大や、抜本的

な改革の更なる推進方策、経営戦略に基づく財政マネジメントの強化方策等、地

方公営企業法の改正を含めた今後の公営企業制度のあり方について、検討を行う

こととしている。 
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 本事業は、公営企業の効率化・経営健全化等の観点から、公営企業会計の適用、経営戦略の策定、組織管理、情報管理、事業の新展開、新しい
サービス実施等について助言等を行い、第三セクターについては、効率化・経営改善等に係る市町村の指導監督を支援している。

 派遣対象は、公営企業を運営している市町村等と、第三セクターに対して25％以上の出資又は出資割合が25％未満であるものの財政的支援（補
助金、貸付金及び損失補償等）を行っている市町村であり、原則として１泊２日×１回の派遣を実施。

 平成31年度は、公営企業会計適用におけるロールモデルとすることを目的とし、年間を通した派遣（１泊２日×10回程度）を行うモデル事業を実施
するために予算を拡充。

【スキーム】

（参考）平成30年度派遣実績 21事業（20団体）

各
地
方
公
共
団
体

（
事
業
毎
）

＜アドバイザー＞
公認会計士、大学教授、地方団体企業職員OB、
経営コンサルタント、民間事業者 他

総 務 省

委 嘱 報 告

要 請

事前調査、実施調査

派 遣

助 言

報 告

事業名 団体名

水道事業
（２事業）

愛媛県砥部町

熊本県錦町

簡易水道事業
（３事業）

岩手県岩泉町

岩手県普代村

岩手県野田村

下水道事業
（４事業）

岩手県普代村

静岡県掛川市

愛知県扶桑町

兵庫県たつの市

事業名 団体名

病院事業
（４事業）

神奈川県茅ヶ崎市

千葉県匝瑳市

長崎県病院企業団

和歌山県串本町

地域開発事業
（２事業）

北海道釧路市

広島県呉市

第三セクター
（６事業）

北海道真狩村

北海道滝川市

秋田県羽後町

滋賀県甲賀市

山口県下松市

愛媛県西予市

公営企業経営アドバイザー派遣事業について資料8-6
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１．趣旨 人口３万人未満の団体の公営企業会計適用において、新たなロードマップを示したことから、当該団体を対象として年間を通した派遣を行い、
会計適用のロールモデルとすること。

２．対象団体 人口３万人未満で簡易水道事業または下水道事業の公営企業会計の適用に取り組む団体。

３．派遣団体の決定 都道府県が各団体からの要請をとりまとめ１グループ選定し、提出する。対象団体の人口、派遣対象事業、都道府県のサポート
状況、その他特殊状況等を総務省が総合的に判断し決定。

４．派遣アドバイザー 公認会計士、経営コンサルタント及びその他の有識者。

５．想定日程 １泊２日×10回程度

６．経費の負担 アドバイザーの旅費・謝金は総務省で負担。

平成31年度公営企業アドバイザー派遣モデル事業について（案）

４月上旬 ４月下旬 第１回派遣
（４月下旬～）

第５回派遣
終了（10月頃）

派遣終了後

モデル団体

都道府県

アドバイザー

総務省

モデル事業スケジュール

要請書
作成

とりまとめ

委嘱状
送付

課題洗い
出し等

・派遣の受け入れ
・派遣の都度、報告書を都道府県に提出

中間報告書作成

派遣団体
審査

派遣
決定
通知

報告書公表

・派遣に同席
・派遣の都度、報告書をとりまとめ総務省に提出

助言

完了報告書作成

・必要に応じて派遣に同席
・小規模団体における課題の抽出

日程
調整等
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職員の大量退職等により、事業の経営面に精通した人材が不足する中で、公営企業の経営改革に取組もうとする地方公共団体が、それらの諸課題
に対応する外部専門家（アドバイザー）を招へいし、指導・助言を受けながら取組を行う場合の外部専門家に関する情報提供及び招へいなどに必要な
経費について総務省が支援（以下、「人材ネット事業」という。）。

外部専門家
（アドバイザー）

公認会計士、
自治体OB・OG、
自治体職員、
学識経験者

等

総務省

１. 活用スキーム

２. 人材ネット事業に関する特別交付税措置

（１）対象経費

・ 謝金、旅費

（例：課題を解決するため、アドバイザーにどのように勧めるか確認するなどはじめの一歩とし

て、１・２回～複数回や月１回程度定期的に講習会・勉強会を開催する際の経費）

・ 資料収集等費

（例：経営支援・技術支援を受ける地方公共団体に関する事前調査や助言に必要な調査等に係る経費）

・ その他（会場借上費、印刷費等）
⇒対象経費の上限額200万円（年間合計額）

（２）地方交付税措置の内容
・対象経費の１／２（100万上限）について一般会計から繰り出すこととする。
・一般会計繰出額の１／２（50万上限）について特別交付税措置を講じる。

都道府県

市区町村

地方公共団体

【活用できる事例】

・地方公営企業法の適用（一部適用又は一部適用から全部適用への移行を含む。）
・経営戦略の策定
・事業廃止、民営化・民間譲渡
・水道事業の広域連携・下水道事業の最適化等

※訪問、電話、メール等

日程調整等

指導・助言

旅費・謝金等

人
材
推
薦

課題の相談

課題の把握、

必要な助言・情報提供、
人材のあっせん 等

報告書の提出

報告書取りまとめ・公表

繰出金調査

財政措置

・PPP/PFI、包括的民間委託、指定都市管理者制度
・施設の統合・廃止
・新公立病院改革プラン策定（特に再編・ネットワーク化や経営形態の見直しへの取組）
・その他、当事業を進めるにあたり必要と考えられる事項

公営企業経営支援人材ネット事業について

専門家リスト
人材推薦
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【活用事例①】
岐阜県笠松町
（人口22,750人）

＜活用人材＞
公認会計士

【活用事例②】
兵庫県内35市町・
一部事務組合

＜活用人材＞
公認会計士

平成31年度においても引き続き活用

（12回程度訪問、電話等での相談）

※人口は平成27 年国勢調査

＜利用目的＞

・公営企業会計の適用及び経営戦略の策定に当たり、経費削減・人材育成の観点から、外部委託を最小限として

支援を得るため。

＜支援業務の概要＞

・公営企業会計適用・固定資産調査に係る基本方針、条例・規則等の制定・改正等の指導・助言等

・経営戦略の策定に係る指導・助言（財務分析、経営目標設定、財務シミュレーションの

指導・助言及びこれらを踏まえた課題の抽出・経営改善に資する提言等）

・職員研修（公営企業会計適用の準備作業に関する研修及び公営企業会計適用後の経理事務等に関する研修）

＜今後のスケジュール＞

・公営企業会計の適用：平成31年度適用予定

＜利用目的＞

・県内９ブロック単位で水道広域連携の検討を進めるに当たり、外部の視点を

活用しつつ、広域連携案を具体化することで、関係市町等による議論の効率

化を図るため。

＜支援業務の概要＞
・各市町等の営業業務・施設管理の委託状況、各種システム導入状況などを確認
・市町境を中心に、既存施設（浄水場等）の立地状況、管路の布設状況などを確認
→上記を踏まえた意見交換等を通じて得た地域情報に基づき、
当該ブロックにおける取組の方向性となる具体的な広域連携案を抽出（報告書作成）

＜スケジュール＞

・平成29年6月 契約締結

・平成29年8月～11月 活用人材の招へい

・平成30年1月 各市町等へ報告書の提出【活用事例③】
京都府京丹波町
（人口14,453人）

＜活用人材＞
公認会計士

但馬ブロック

（但馬上下水道協議会）

西播磨ブロック

（西播磨８企業水道協議会）

阪神北ブロック

（阪神北地域水道協議会）

神戸・阪神南ブロック

（阪神地域の水供給の最適化研究会）

丹波ブロック

淡路ブロック

（淡路広域水道企業団）

東播磨ブロック

中播磨ブロック

北播磨ブロック

（北播磨広域定住自立圏）

→

＜利用目的＞
・平成28年度に策定した国保京丹波町病院新公立病院改革プランに沿った「強固な経営基盤の構築による安定的経
営実現」に向けた支援を得るため。

＜支援業務の概要＞
・日常経理業務の実施、運用の改革に係る指導・助言 ・平成30年度決算に向けた指導・助言
・平成31年度予算書作成に係る指導・助言等 ・公営企業会計基準に関する研究会の実地

下水道

水道

病院

公営企業経営支援人材ネット事業の活用事例

36



１．「水道広域化推進プラン」による広域化の推進

 複数の市町村が区域を超え、連携して事業に取り組む広域化に
ついては、スケールメリットによる経費削減や組織体制の強化等の
幅広い効果が期待できるため、積極的に推進することが必要。

 広域化の中でも、経営統合は、経営主体が単一となり、施設の

統廃合や人員、財源等の経営資源を一元的に管理するため、給水
原価の削減、専門人材の確保等、経営基盤を強化する効果が最も
期待できる。一方、地理的要因等により経営統合の実現が困難な
地域においても、施設の共同設置や共同利用等により、更新費用
や維持管理費用の削減等の効果が期待できる。

 このため、各都道府県においては、地域の実情に応じた多様な
広域化を進めるため、広域化の推進方針やこれに基づく具体的取
組の内容、スケジュールについて定めた「水道広域化推進プラン」
を平成34年度末までに策定し、その取組を推進すること。また、水

道事業者である市町村等においては、地方財政措置の拡充も踏ま
え都道府県とともに、同プランに基づく水道事業の広域化に積極的
に取り組むこと。

２．アセットマネジメントの充実

 水道事業における大規模な事業用資産を将来にわたり適切に維
持・更新していくため、中長期の視点に立った需要の変動と供給体
制の見通しを踏まえた適切なアセットマネジメントに基づき、更新投
資を着実に進めることが必要。

 アセットマネジメントを実施していない団体においては、速やかに
取組に着手するとともに、実施している団体においても、その水準
を高めることが必要。

３．着実な更新投資の促進

 水道は住民生活に必要不可欠なライフラインであり、老朽化による
事故等が発生した場合には、国民生活に大きな影響を与えることか
ら、すべての地域で水道サービスが持続的かつ安定的に提供される
よう、着実な更新投資を進めることが不可欠である。

 このため、一定の経営努力を前提としつつ、経営条件が厳しく、現
状において更新投資が進んでいない団体においても着実な更新投
資が実施されるよう、地方財政措置を拡充することとしており、これ
らの団体においても、適切な対応が必要。

４．料金収入の確保

 資産の大量更新時期が到来する中、更新投資に要する経費が増
大する一方、料金収入の減少が懸念されるため、収支均衡を図るた
めの計画的な料金水準の改定が必要。

５．民間活用の推進

 広域化と併せて、指定管理者制度や包括的民間委託、PPP/PFI等
の民間活用の取組も積極的に検討することが必要。

６．ICT、IoT等の先端技術の活用

 既に、多くの水道事業において、浄水場等の集中監視・遠隔操作
や水質の自動管理等が導入されている。

 今後は、水道スマートメーターによる自動検針や漏水情報の自動
収集等についても、実証実験の結果を踏まえ、活用を検討すべき。

今後の具体的な取組方策

水道事業の持続的な経営の確保のための方針（平成31年１月25日付け公営企業課事務連絡）

人口減少等に伴うサービス需要の減少、施設等の老朽化に伴う更新需要の増大等、水道事業を取り巻く経営環境が厳しさを増
す中で、水道事業の持続的な経営の確保のために、「水道財政のあり方に関する研究会」報告書を踏まえ、下記事項について積
極的に取り組むことを要請。

資料8-7

37



１.都道府県による「水道広域化推進プラン」の策定（平成３４年度末まで）を推進

２.広域化に係る地方財政措置の対象を地方単独事業まで拡充し、一般会計等からの

繰出金（地方負担額の１／２）に係る地方交付税措置率を拡充（５０％→６０％）

３.高料金対策について広域化の際の激変緩和措置を創設

４.管路の耐震化に係る地方財政措置の延長（５年間）

５.経営条件の厳しい団体に対する地方財政措置の拡充

（一般会計等からの繰出：１／４→１／２）

１ 広域化の推進

２ 更新投資の促進

平成31年度より取り組む施策
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総 財 営 第 8 5 号 

生食発第 0125 第 4 号 

平 成 31 年 １ 月 25 日 

 各 都 道 府 県 知 事 

総 務 省 自 治 財 政 局 長 

（ 公 印 省 略 ） 

厚生労働省大臣官房生活衛生・食品安全審議官 

（ 公 印 省 略 ） 

「水道広域化推進プラン」の策定について 

我が国の水道事業（水道用水供給事業を含む。以下同じ。）を取り巻く経営環

境は、急速な人口減少や施設・管路の老朽化等に伴い、急速に厳しさを増してい

ます。こうした中、住民生活に必要不可欠なライフラインとして水道事業の持続

的な経営を確保していくためには、中長期の経営見通しに基づく経営基盤の強

化を進める必要があります。 

このため、水道事業者（水道用水供給事業者を含む。以下同じ。）である市町

村等（市町村、企業団及び一部事務組合等をいう。以下同じ。）においては、市

町村の区域を超えて連携して又は一体的に水道事業に取り組む広域化の推進が

求められます。この水道事業の広域化とは、水道法の一部を改正する法律（平成

30 年法律第 92 号）による改正後の水道法（昭和 32年法律第 177 号）（以下「改

正水道法」という。）第２条の２第２項の市町村の区域を超えた広域的な水道事

業者間の連携等に当たるものです。その具体的な方策としては、経営統合（事業

統合及び経営の一体化をいう。以下同じ。）のほか、浄水場等一部の施設の共同

設置や事務の広域的処理等、多様な方策が考えられます。経営統合による広域化

は、単一の経営主体が経営資源を管理することとなるため、経営基盤の強化を図

る効果が最も期待できる一方、経営統合の実現が困難な地域においても、その他

の広域化により、施設の更新費用の削減や事務処理の効率化のみならず、技術水

準の確保等の効果が期待できます。 

こうしたことから、これらの多様な広域化を積極的に推進するため、各都道府

県に対し、市町村等の水道事業の広域化に関し、検討体制の構築と平成 30年度

までの検討及びその結果の公表を要請してきました。 

殿

平成 30 年 12 月に公表された「水道財政のあり方に関する研究会」（座長 石

井晴夫東洋大学教授）の報告書においては、今後、多様な広域化の取組をさらに

推進していくためには、引き続き都道府県を中心として、具体的かつ計画的な取

組を進めていくことが重要であるとされており、改正水道法においても、同様の

趣旨から、厚生労働大臣が定める水道基盤強化のための基本方針（以下「基本方

針」という。）において水道事業者間の連携等の推進に関する事項を定める（改

正水道法第５条の２第２項第５号）こととされているほか、都道府県が定める水

道基盤強化計画においても水道事業者間の連携等に関する事項を定める（改正

水道法第５条の３第２項第６号）こととされています。 

こうした中、各都道府県知事におかれては、これまでの検討状況を踏まえると

ともに、水道基盤強化計画の策定を見据え、広域化の推進方針やこれに基づく当

面の具体的取組の内容等について、下記のとおり、「水道広域化推進プラン」を

策定し、市町村等の水道事業の広域化の取組を推進されますようお願いします。

また、貴都道府県内の市町村等に対してもこの趣旨について速やかに周知され

ますようお願いします。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項

（技術的な助言）に基づくものです。 

記

１．水道広域化推進プランの基本的な考え方

（１）水道広域化推進プランについて

水道広域化推進プランは、市町村等の実施する水道事業について市町村の区

域を超えた広域化を推進するため、都道府県が区域内の水道事業に係る広域化

の推進方針を定めるとともに、これに基づく当面の具体的取組の内容やスケジ

ュール等について定める計画であること。都道府県においては、これまでの検

討結果も踏まえ、広域化の様々なパターンに応じた経営体制や経営指標等の将

来見通しについてシミュレーションを実施し、その具体的効果を比較した上で

策定すること。

（２）水道広域化推進プランの策定主体

市町村の区域を超えた水道事業の広域化については、広域的な地方公共団体

である都道府県が、住民生活の水準の確保等の観点から、水道の基盤強化の方

策として積極的に支援することが求められることから、水道広域化推進プラン

の策定は、都道府県が行うこと。 
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（３）水道広域化推進プランの策定体制

水道広域化推進プランを策定するに当たっては、都道府県において、一義的

には市町村財政担当課が主たる取りまとめを行うことが期待されるが、都道府

県内の広域にわたる水道事業の効率化や技術的な水準の確保という観点から、

水道行政担当課や水道事業を経営している企業局等との連携も重要であるこ

とから、関係部局が参加する一元的な体制を構築することが望ましいこと。 

また、都道府県は、水道事業者である市町村等と十分協議するとともに、区

域内の水道事業の状況を俯瞰し、小規模な事業等も含め、区域全体として持続

可能な枠組みとなるよう調整を図ることが求められること。 

なお、具体的な策定を進める体制としては、都道府県において既に構築され

ている広域化に関する検討体制を基本としつつ、改正水道法第５条の４に定め

る広域的連携等推進協議会を組織し、活用することも検討されたいこと。 

水道事業者である市町村等においては、自らの事業の経営基盤の強化のため

に策定される水道広域化推進プランについて、その策定に必要となる資産等各

種情報を都道府県へ適切に提供するなど、都道府県の水道広域化推進プランの

策定に協力すること。 

（４）水道広域化推進プランの策定スケジュール

水道広域化推進プランは、平成 34 年度末までに策定し、公表すること。

また、策定後においても、当該地域の経営条件の変化や広域化に関する具体

的な取組の進捗状況等に合わせ、適宜改定を行うこと。

（５）水道広域化推進プランの公表等

水道広域化推進プランを策定又は改定した場合には、積極的に公表し住民に

周知を図るとともに、都道府県及び市町村等の議会へ説明すること。

また、遅滞なく総務省及び厚生労働省に報告されたいこと。

（６）水道広域化推進プランの策定状況の調査

総務省及び厚生労働省においては、策定状況を把握するための調査を毎年度

行い、調査結果を公表することを予定していること。

２．水道広域化推進プランにおける具体的な記載事項

 以下に示す項目について所要の検討を行い、その検討結果を水道広域化推進

プランに記載することが適当であること。

（１）市町村等の水道事業者ごとの経営環境と経営状況に係る現状と将来の見

通し

次の項目について、今後の人口減少や更新投資需要の増大等への対応の必要

性を反映し、現時点の状況と現行の経営形態で経営を継続した場合の将来見通

しを明らかにすること。中長期の課題を把握分析するため、40 年～50 年程度

の期間による将来見通しとすることが望ましいこと。

① 給水人口、産業の動向、有収水量、利用可能な水資源の状況といった自然・

社会的条件に関すること

② 水質の維持管理状況、災害時の対応計画といった水道事業のサービスの質

に関すること

③ 従事している職員の状況（専門的な人材の状況を含む。）、業務委託等の実

施状況、他の事業者との連携といった経営体制に関すること

④ 浄水場、管路等の主な施設の状況（給水能力、経年化、耐震化の状況を含

む。）、更新を要する主な設備の状況といった施設等の状況に関すること

⑤ 一定の水準で施設更新を行った場合の更新投資額、各年度の収益的支出

（人件費、運営費、減価償却費などの内訳を含む。）、給水原価、経費をすべ

て料金で賄う場合の供給単価といった経営指標に関すること

（２）広域化のパターンごとの将来見通しのシミュレーションと広域化の効果

地域の実情を踏まえながら、考えられる広域化のパターンごとに、（１）の

①～⑤の項目について将来見通しのシミュレーションを行い、広域化の効果を

明らかにすること。④の施設等の状況に関すること及び⑤の経営指標に関する

ことについては、広域化を行うことにより可能となる中長期の施設・設備や更

新投資総額の削減の状況、給水原価上昇の抑制幅、求められる料金引上げの抑

制幅等について、分かりやすく示すこと。

（３）今後の広域化に係る推進方針等

（１）の課題及び（２）の広域化効果の分析に基づき、今後の広域化の推進

方針並びに今後進める広域化の当面の具体的取組の内容（想定される広域化の

圏域とその方策）及びそのスケジュールについて記載すること。

なお、スケジュールについては、地域の特性や個別の状況を踏まえて、合理

的な期間とすること。
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３．水道広域化推進プランの策定に当たっての留意事項

（１）水道広域化推進プラン策定のためのマニュアルについて

水道広域化推進プランの策定のために参考となるマニュアルを平成 30 年度

中に別途発出する予定にしているので、策定に当たり参照されたいこと。

（２）都道府県の区域を超えた広域化の取組について

水道広域化推進プランは、都道府県が当該区域内の市町村等の経営する水道

事業の広域化について策定することが基本であるが、地域によっては、都道府

県の区域を超える市町村等の間での広域化が効果的な場合もあることから、具

体的な取組を進める場合には、関係市町村等の意見も踏まえ、必要に応じて都

道府県間で調整を図り、いずれかの都道府県の水道広域化推進プランに記載す

ること。

（３）水道基盤強化計画との関係

水道基盤強化計画は、水道事業の広域化をはじめ、水道の基盤強化を図る上

での各種取組の具体的な実施計画であること。その記載事項等については、今

後、厚生労働省において策定する基本方針を踏まえ、水道基盤強化計画の策定

のために参考となる手引きを示す予定であること。

水道広域化推進プランは、水道基盤強化計画の策定に先立って、広域化の推

進方針やこれに基づく当面の具体的取組の内容等を記載するものであり、最終

的には水道基盤強化計画に引き継がれることを想定しているものであること。 
なお、水道基盤強化計画及び水道広域化推進プランの策定の事務が円滑に進

むよう、今後、水道基盤強化計画の記載事項等について通知等を発出する際に

は、水道広域化推進プランの記載事項との関係等について示すこととしている

こと。

（４）都道府県水道ビジョン等との関係

水道事業の広域化も含め、都道府県における水道事業が目指すべき方向等を

定めた基本的なビジョンである都道府県水道ビジョンの策定を各都道府県に

要請しているところであるが、水道広域化推進プランの策定に当たっては、都

道府県水道ビジョンの広域化に関する記載内容を活用しつつ、２．に示した記

載事項に沿ってその内容を充実させることにより策定することも可能である

こと。なお、都道府県水道ビジョンを未策定の都道府県においては、水道広域

化推進プランを策定した後、「都道府県水道ビジョン作成の手引き」（平成 26

年 3 月 19 日付け健水発 0319 第 3 号厚生労働省健康局水道課長通知別添）の

広域化に関する記載事項を参考としつつ広域化以外の記載事項も検討し、都道

府県水道ビジョンへ移行することも検討されたいこと。

また、「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成 26年 8月 29

日付け総財公第 107 号、総財営第 73 号、総財準第 83号総務省自治財政局公営

企業課長、同公営企業経営室長、同準公営企業室長通知）において、経営戦略

の策定を各公営企業に要請しているところであるが、水道広域化推進プランの

策定に当たっては、区域内の水道事業者が策定した経営戦略の記載内容を活用

することも検討されたいこと。

（５）水道広域化推進プランに基づく取組の推進

改正水道法第２条の２第２項において、都道府県は、その区域内における市

町村の区域を超えた広域的な水道事業者間の連携等の推進その他の水道の基

盤の強化に関する施策を策定するとともに、これを実施するよう努めなければ

ならないとされており、水道広域化推進プランに基づく取組を推進する役割を

担うものであること。

また、水道事業者についても、改正水道法第２条の２第４項において、その

経営する事業を適正かつ能率的に運営するとともに、その事業の基盤の強化に

努めなければならないとされていることから、水道事業者である市町村等は、

水道の基盤強化を図る観点から、都道府県とともに、水道広域化推進プランを

踏まえ、水道事業の広域化に取り組むことが重要であること。

４．地方財政措置等

水道広域化推進プランの策定に要する経費については、「生活基盤施設耐震化

等交付金」の対象とするとともに、地方負担額について、平成 31 年度から平成

34 年度までの間、標準的な財政需要に基づき普通交付税措置を講じることとし

ていること。

また、水道広域化推進プランに基づき実施する広域化のための施設やシステ

ムの整備に要する経費については、地方財政措置を講ずることとしていること。 
なお、詳細については別途通知予定であること。
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○ 都道府県に対し、平成34年度までに「水道広域化推進プラン」を策定するよう要請

（「「水道広域化推進プラン」の策定について」（平成31年1月25日付け総務省自治財政局長・厚生労働省大臣官房生活衛生・食品安全審議官通知））

○ 同プランに基づく多様な広域化を推進するため、経営統合だけでなく、施設の共同設置や事務の広域的
処理等の地方単独事業を対象に追加（次頁参照）

○ 一般会計出資債（地方負担額の1/2）の元利償還金について、交付税措置率を50％から60％に拡充

広域化に関する事業に係る地方財政措置の拡充

【国庫補助事業】

【国庫補助事業】（交付税措置率拡充 50%→60%）

※地方単独事業は対象外

＜現行措置＞

＜H31～＞

【地方単独事業】（新規）

※国庫補助率は原則、事業費の1/3 地方負担額の1/2 地方負担額の1/2

　一般会計出資債の元利償還金

　について１/２を普通交付税措置

国庫補助金 一般会計出資 水道事業債

地方負担額

※国庫補助率は原則、事業費の1/3 地方負担額の1/2 地方負担額の1/2

　一般会計出資債の元利償還金

　　について60％を普通交付税措置

地方負担額

国庫補助金 一般会計出資 水道事業債

拡充

1/2 1/2

　一般会計出資債の元利償還金

　　について60％を普通交付税措置

地方負担額

一般会計出資 水道事業債
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全県で統合
（香川県）

広域化に係る地方財政措置の対象の拡充

統合度

経営統合

施設の
共同設置等

事務の
広域的処理

面
的
広
が
り２市町村

国庫補助対象（現行）

地方財政措置対象（現行）

地方財政措置の拡充

３市町村以上

事業間の水平統合
（柏崎市、北九州市等）

浄水場の共同設置
（大牟田市・荒尾市）

浄水場の共同利用
（周南市・光市）

システム共同利用
（須崎市、四万十町、中土佐町）
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高料金対策の激変緩和措置

○ 水道事業が市町村の区域を超えて経営統合を行った場合、統合前の事業に係る高料金対策の措置

が減少または皆減する場合があるため、広域化を推進する観点から、統合の翌年度から10年間、高料

金対策に係る激変緩和措置を講じることとする（６年目以降、段階的に縮減）

1年目 5年目

Ａ事業の
高料金対策の額

統合後

Ｃ事業の
高料金対策の額

B事業の
高料金対策の額

統合

激変緩和措置額
0.9

0.7
0.5

0.3
0.1

1.0 

旧Ａ事業の
高料金対策の額

＋
旧Ｂ事業の
高料金対策の額

10年目統
合
前
基
準
額

※ 簡易水道事業の統合に際しても、既に同様の激変緩和措置を講じている

＜高料金対策の激変緩和措置スキーム図＞

繰出基準による高資本費部分料金回収部分

資本費（減価償却費、企業債利息等）

８割を交付税措置

（参考） 上水道事業の高料金対策のスキーム図
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水道管路耐震化事業に関する地方財政措置の延長・拡充

○ 着実な更新投資と災害対策を進めるため、経営戦略の策定を要件に、管路の耐震化に係る地方財政措置を
５年間延長（H35まで）

○ 経営条件の厳しい団体(詳細は次頁）について、一般会計からの繰出を1/4から1/2に拡充

【特別対策分の創設】

＜現行措置（H26～H30）＞

【一般分】（延長）

現行、延長・拡充のいずれも地方単独事業も対象とする

＜延長・拡充後（H31～H35）＞

【特別対策分】（新規）

（国庫補助金）
（事業費の１／３） 地方負担額の1/2

　一般会計出資債の元利償還金

　について1/2を普通交付税措置

一般会計出資
地方負担額の1/2

通常事業分 上積事業分
（過去の平均事業費） 地方負担額

水道事業債（国庫補助金）
（事業費の１／３） 地方負担額の3/4

　一般会計出資債の元利償還金

　について1/2を普通交付税措置

一般会計出資 水道事業債
地方負担額の1/4

通常事業分 上積事業分
（過去の平均事業費） 地方負担額

（国庫補助金）
（事業費の１／３） 地方負担額の3/4

　一般会計出資債の元利償還金

　について1/2を普通交付税措置

一般会計出資 水道事業債
地方負担額の1/4

通常事業分 上積事業分
（過去の平均事業費） 地方負担額
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（出典）平成29年度 地方公営企業決算状況調査

経営条件の厳しい団体に対する地方財政措置の拡充

※有収水量あたり資本費25円ごとの団体ごとに上下各1/4を除いた管路更新率の平均値を
プロット ※有収水量あたり管路延長0.02mごとの団体ごとに上下各1/4を除いた管路更新率の

平均値をプロット

＜有収水量あたり資本費と管路更新率の関係＞

○ 一定の経営努力を前提（※）とした上で、経営条件の厳しい団体（次の要件①または②を満たす団体）を特別
対策団体とし地方財政措置を拡充

①経営条件が厳しいこと：有収水量あたり資本費が全国平均の２倍以上
②管路更新負担が大きいこと：有収水量あたり資本費が全国平均の1.5倍以上かつ有収水量あたり管路延長が平均の２倍以上
※一定の経営努力を行っていること：経営戦略の策定及び供給単価が全国平均以上

管路更新率（％）

有収水量あたり資本費（円／㎥）

1.0%

0.8%

0.6%

0.4%

0.2%

0.0%

25 75 125 175 225 275

平均（75円／㎥） 平均2.0倍（150円／㎥）

＜有収水量あたり管路延長と管路更新率の関係＞

1.0%

0.8%

0.6%

0.4%

0.2%

0.0%

上下1/4除きの
平均0.50％

上下1/4除きの
平均0.50％

0.020 0.060 0.100 0.140 0.180 0.220

有収水量あたり管路延長（ｍ／㎥）

平均（0.054m） 平均2.0倍（0.108m）

管路更新率（％）
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上水道事業高料金対策への供給単価要件の段階的導入

H31 H32 H33

0.9

0.6

0.3

繰出基準額

激変緩和措置期間

繰出基準額を段階的

に割落とし

○ 高料金対策団体は、料金収入の確保に向けた経営努力が特に求められることから、供給単価が要件

となっていない上水道事業において最低限の経営努力として新たに供給単価が全国平均以上であるこ

とを要件とする。

○ 供給単価が全国平均未満の団体は、平成31年度から平成33年度まで段階的に繰出基準額を割り落と

すこととし、平成34年度以降は対象外とする。

○ また、東日本大震災における特定被災地方公共団体のうち、一定の要件を満たす団体においては、当

該要件を当面適用しない。

○ なお、経営統合を行った上水道事業における統合前基準額の算出に当たっても、旧事業に供給単価

の要件を適用する。

＜激変緩和措置のイメージ図＞

1年目 5年目

Ａ事業の
高料金対策の額

統合後

Ｃ事業の
高料金対策の額

B事業の
高料金対策の額

統合

激変緩和措置額
0.9

0.7
0.5

0.3
0.1

1.0 

旧Ａ事業の
高料金対策の額

＋
旧Ｂ事業の
高料金対策の額

10年目統
合
前
基
準
額

＜統合前基準額の算出に対する供給単価要件適用のイメージ＞

統合前基準額の算出にあたっても供給単
価の要件を適用
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１．水道は住民生活に必要不可欠なライフライン

２．経営環境が急速に悪化することが想定される

・急速な人口減少に伴う有収水量（※）の大幅な減

少と施設利用率の低下

⇐2065年の需要水量はピーク時より約４割減少

・老朽化対策と災害対策に伴う更新需要の増大

⇐H28年度の管路更新率は0.75％にとどまり、

管路経年化率は14.8％となり上昇傾向

３．専門人材の確保等の組織体制の強化も課題

水道事業の現状と課題

○ 中長期の経営見通しに基づく経営基盤
の強化を推進

＜適切なアセットマネジメントに基づく更新＞

中長期の視点に立った需要と供給体制の見通し
を踏まえた上で、適切なアセットマネジメントによる
トータルコストの縮減や更新需要の平準化を図り、
着実な更新を行うこと

＜料金収入の確保＞

人口減少に伴う料金収入の大幅な減少が懸念さ
れる中、更新需要の増大も踏まえ、計画的な料金
水準の見直しを行うこと

＜広域化、民間活用、ICTの利活用等の推進＞

中長期の収支均衡、収支改善を図るため、広域
化、民間活用、ICTの利活用等に取り組むこと

持続的な経営を確保するための
基本的な考え方

１．「広域化推進プラン」による広域化の推進

○ 市町村の区域を越える広域化は、幅広い効果を期待できるため、多様な取組を推進する必要

（広域化の効果）
・経営統合は、経営資源を一元的に管理し、経営基盤を強化する効果が最も期待できる
・経営統合が実現しにくい地域においても、施設の共同設置や管理の一体化等の部分的な広
域化により、コスト削減や専門人材の確保等の効果が期待できる

○ 都道府県を中心とした計画的な取組が重要であることから、都道府県による「広域化推進プラ
ン」の策定を進めるべきであり、国においても、策定を促していく必要

○ 国においても、広域化に係る財政措置の拡充を検討すべき

２．適切なアセットマネジメントに基づく着実な更新投資の促進

○ 住民生活に必要不可欠なライフラインであり、大規模な資産を有する水道事業においては、中
長期的な視点に立った適切な維持・更新が極めて重要

○ 各団体において、アセットマネジメントの導入を進めるとともに、その水準を引き上げる必要が
あり、国においても、対策を講じる必要

○ すべての地域で水道サービスが持続的かつ安定的に提供されるよう、経営条件が厳しく、更
新投資が進んでいない団体においても、着実な更新投資を進める必要

○ 国においても、このような経営条件の厳しい団体における更新投資に係る財政措置について
検討すべき

今後の具体的な取組方策

※料金徴収の対象となった水量及び他会計等から収入のあった水量

経営統合 施設の共同設置・共同利用 管理の一体化

【広域化の主な類型のイメージ】

「広域化推進プラン」：広域化の多様な類型に応じたシミュレーションを実施し、効果を比較した上で、
広域化の基本的な考え方やスケジュール等について定めた計画

「水道財政のあり方に関する研究会」報告書（概要）（平成30年12月）
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１．広域化・共同化の推進

地財措置の拡充も踏まえ、下記の事項に取り組まれたい。

 管渠を接続し、汚水処理場を統合する方策が最も財政効
果が高い。市町村内の事業の接続も含め、検討すべき。

 市町村間の接続の場合、接続先市町村においても処理
場の余剰能力を活用して施設の維持に必要な収入確保策
として、検討されたい。

 市町村間の統合は、調整に難航するケースが多い。「汚
水処理の事業運営に係る「広域化・共同化計画」の策定に
ついて」（平成30年１月17日総務省自治財政局準公営企
業室長等通知）も踏まえ、都道府県が調整に取り組むこと。

２．最適化

 人口推計や将来の需要予測等も十分踏まえ、下水道、
集落排水、浄化槽等の汚水処理方式から、地域の実情に
応じた効率的な整備手法の選択を検討すべき。

３．ＩＣＴの利活用

 職員（特に技術職員）が減少する中、事業の安定的な継
続のためには、ICTを活用した維持管理の効率化が必要。
ICTを活用した処理場の遠隔監視など、広域化・共同化の
取組としても検討すべき。

今後、人口減少等に伴う使用料収入の減少、施設の老朽化等に伴う更新需要の増大など、下水道事業を取り巻く経営環境が厳
しさを増すことが予想される中、下水道事業の持続的な経営の確保のために、 ｢下水道財政のあり方に関する研究会」中間報告書
を踏まえ、下記事項について積極的に取り組むことを要請。

４．民間活用

 包括委託、PFI、コンセッション等について、地域の実情を
踏まえ導入を検討すべき。

※地財措置は直営とPFI方式で同等の措置を実施。

 事業、地方団体を越えた事務委託の共同発注を検討す
べき。

５．適切なストックマネジメントに基づく老朽化対策

 今後、大量更新期には膨大な事業費が集中し、財政運
営上も影響が大きくなると懸念されている。経営戦略やス
トックマネジメント計画の策定を通じて、計画的に点検・調
査及び修繕・改築を行うなど、適切にストックマネジメントに
取り組むことにより、施設の長寿命化や事業量の平準化に
努められたい。

６．公営企業会計の適用等

 公営企業会計の適用が、広域化の検討の大前提となる
ケースが多く、早急な着手が必要。

下水道事業の持続的な経営の確保のための方針（平成31年１月25日付け公営企業課事務連絡）

今後の具体的な取組方策

資料8-8
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１．広域化・共同化に係る事業に対する地方財政措置
① 対象事業
○ 終末処理場等の整備（現行措置）に加え、
既存施設の統合に必要となる管渠等を対象に追加
※ 統合先市町村の広域化関連事業を含む。

○ 複数市町村の広域化（現行措置）に加え、
市町村内の広域化も対象に追加

② 財政措置
○ 地方負担額の100%に下水道事業債を充当し、
処理区域内人口密度に応じ、元利償還金の28～56%

を普通交付税措置
※ イメージは右表及び図参照

③ 激変緩和措置
○ 下水道事業が事業統合を行う場合、高資本費対策の激変緩和措置（据置５年＋激変緩和５年）を講じる。

２．都道府県の「広域化・共同化計画」の策定等の広域化・共同化の推進に要する経費について普通交付税措置

＜財政措置のスキーム＞

処理区域内人口密度（人/ha） 通常分 広域化分

25未満 44％ 56％

25以上50未満 37％ 49％

50以上75未満 30％ 42％

75以上100未満 23％ 35％

100以上 16％ 28％

交付税措置率（事業費補正分）

※ 通常分については、上記のほかに単位費用措置あり
※ 広域化分については、一般会計の負担を増額（３～７割→４～８割）し、
その70%を交付税措置
※ 集落排水については、25未満と同等の措置

趣旨

財政措置の概要

人口減少や施設の老朽化等に伴い、下水道事業を取り巻く経営環境が厳しさを増す中、持続的な経営を確保す
る観点から、広域化・共同化の推進を図るため、地方財政措置を講ずる。

《処理区域内人口密度25人/ha未満の例》

70%→80%

広域化・共同化に要する経費

うち70%を普通交付税措置

一般会計負担

下水道事業の広域化・共同化に係る地方財政措置の拡充
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１．広域化・共同化の推進
○ 管渠を接続し、汚水処理場を統合する方策が最も効率的。国庫補助が拡充されたことも踏まえ、
推進のための地財措置を拡充すべき（接続管渠、市町村内事業も対象化等）。

○ 市町村間の統合が最も効率的だが、調整に難航するケースが多い。都道府県の調整が重要であ
り、地財措置等も配慮すべき。

２．最適化

○ 人口推計等も十分踏まえ、下水道、集落排水、浄化槽等の汚水処理方式から、地域の実情に応じ
た効率的な整備手法の選択を検討すべき。

３．ＩＣＴの利活用

○ ICT関連技術の進歩は著しく、処理場の遠隔監視等、ICTを利活用した維持管理の効率化が進捗。
広域化に資するICTの地財措置を拡充する等一層の推進を検討すべき。

４．民間活用

○ 包括委託、PFI、コンセッション等が普及してきており、地域の実情を踏まえ積極的に導入を検討す
べき。なお、地財措置は直営とPFI方式で同等の措置を実施。

○ 民間への共同発注（遠隔監視、維持管理、保守点検、修繕等）について、技術の進歩により、ⅰ）
複数の汚水処理事業、ⅱ）汚水処理事業と水道等の異分野の事業、ⅲ）複数の地方公共団体の事
業、等の例も増えてきていることから、その積極的な検討を推進すべき。

５．公営企業会計の適用等

○ 公営企業会計の適用が、広域化の検討の大前提となるケースが多く、早急な着手が必要。

○ 流域下水道の法適化、人口３万人以上の下水道・簡易水道事業の法適化により、他の事業の法
適化も取り組みやすくなってきており、取組を促進すべき。

６．適切なストックマネジメントに基づく老朽化対策

○ 現在、耐用年数超過施設の更新率は極めて低い。今後、大量更新期を迎えるが、膨大な事業費
の増大が懸念されており、ストックマネジメントにより事業費の平準化、計画的な長寿命化事業の実
施や、将来必要となる更新費用も踏まえた適切な使用料の設定に努めるべき。

下水道事業の課題
⇒ 喫緊の経営改革が必要

○小規模下水道事業（集落排水施設等）の課題
・過疎化、節水、職員数減、処理場更新期に直面、
繰入額増大

○処理区域内人口密度の高い公共下水道の課題

・法定耐用年数超過の施設増大、大量更新期に
早晩直面

下水道事業の現状と課題 今後の具体的な取組方策

【処理場の統廃合】

【維持管理・事務の共同化（共同発注）】

広域化・民間活用

遠
隔
監
視

（処理場）

（処理場）

（処理場）

集落排水公共下水道

「下水道財政のあり方に関する研究会」中間報告書 概要（平成30年12月）
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 へき地等における医療や、救急・周産期・災害等の不採算・特殊部門に係る医療の多くを公立病院が担っている中、
赤字である公立病院の割合は、平成22年度以降増加傾向。

 総務省においては、「新公立病院改革ガイドライン」（平成27年3月）に基づき新公立病院改革プランの策定を要請し
たところ、平成30年11月末で全ての公立病院が新公立病院改革プランを策定済。

 引き続き、地域医療構想調整会議における今後の公立病院の役割等に関する議論の進捗に留意するとともに、
公立病院の更なる経営効率化、再編・ネットワーク化等を推進。

１ 新公立病院改革プランの策定を要請

（１) 策定時期：地域医療構想（※）の策定状況を踏まえつつH27年度又はH28年度中

（２）プランの内容：以下の4つの視点に立った取組を明記

２ 都道府県の役割・責任を強化

○再編・ネットワーク化への積極的な参画、新設・建替へのチェック機能の強化等

３ 地方財政措置の見直し

（１）再編・ネットワーク化への財政措置の重点化（H27年度～）

通常の整備 ・・・・・ 25%地方交付税措置

再編・ネットワーク化に伴う整備 ・・・・・ 40%地方交付税措置

（２）特別交付税措置の重点化（H28年度～）

○措置率（8割）の導入、都道府県の役割・責任の強化、財政力に応じた算定

○公的病院等への措置も公立病院に準じて継続

新公立病院改革ガイドライン（H27年3月）に基づく更なる改革の推進

・経常収支比率等の数値目標を設定

・地方独立行政法人化等を推進

経営の効率化

経営形態の見直し

・病床機能、地域包括ケア構築等を明確化

・経営主体の統合、病院機能の再編を推進

地域医療構想を踏まえた役割の明確化

再編・ネットワーク化

（※）都道府県が、2025年の機能別の医療需要・必要病床数と目指すべき医療提供体制等を内容と
する地域医療構想を策定（H27～）（平成29年３月31日現在、全ての都道府県で策定済）。

経常収支が赤字である病院の割合

医療提供体制の改革と連携した公立病院の経営効率化・再編等の推進資料8-9
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② 相互の医療機能の再編
○機能分担による病床規模又は診療科目の見直しを
伴うことが必要。
○経営主体が統合されていること。

再編に係る経費のみが対象

対象経費の例： 遠隔医療機器、情報システムの統合整備費、高度医療施設、高度医
療機器など

※ただし、経営主体の統合を伴わない場合でも、以下に掲げる全ての
取組が行われていれば再編に係る経費を対象とする。

・機能分担による病床規模又は診療科目の見直し
・共同購入等による医薬品、診療材料等の効率的調達
・医師の相互派遣による協力体制の構築
・医療情報の共有等による医療提供の連携体制の構築

新公立病院改革プランに基づき行われる公立病院等の再編・ネットワーク化に係る施設・設備の整備につい
て、病院事業債（特別分）を措置（平成32年度までの措置）。

病院事業債の特別分の対象：元利償還金の40％を普通交付税措置〈特別分〉

① 複数病院の統合
○関係する複数病院が、統合により１以上減と
なることが原則。
○経営主体も統合されていること。

原則として整備費全額が対象

病院事業債（100％）

40%

元利償還金に応じて算入

病院事業債（100％）

25%

元利償還金に応じて算入

（参考）通常の整備に対する病院事業債のスキーム

再編・ネットワーク化に係る施設・設備の整備に係る地方財政措置
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○ 過疎地等の病院は、近年、深刻な医師不足が原因で、医業収支が悪化。
○ 拠点病院からの医師派遣により、過疎地の産科、小児科等を維持・確保する。

・厚労省補助の対象
・地方負担に対し特別交付税措置（60％）

産科、小児科等の医師を
毎週数日派遣

当該医師を確保する
ための経費を補助

県庁

地方の都市部等

地域の拠点病院
（医師を確保しやすい）

派遣元

過疎地等の病院
（医師が不足）

→産科・小児科を維持

派遣先

過疎地等

① 医師確保対策（医師派遣）に係る地方財政措置の創設
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〇 遠隔医療は深刻な医師不足に悩む過疎地等の病院の診療に大きく寄与。
○ 遠隔医療は５Ｇ導入の主要メリットの一つに挙げられ、未来投資戦略2018やデジタルファースト
の推進においても明記。

ｒｔーＰＡ注射

過疎地等の病院 大学病院

脳卒中専門医

内科医

通信

〇 導入を促す観点から、遠隔医療システムの
導入に要する経費（病院事業債で措置済の
ハード整備を除く）について、特別交付税措置
（60％）を講じる。

○ 想定される経費の例

１ 遠隔診療用タブレット購入費（機器購入費）
２ 技術的サポート経費（報酬、旅費）
３ テスト運用経費（報酬、旅費）
４ 画像伝送先病院との調整（旅費、日当）
５ 院内マニュアル等作成（需要費、印刷費）
６ 職員説明会・研修費（報酬、講師旅費）
７ 需要調査費（通信運搬費）

※ 拠点病院はサーバ・カメラ・ディスプレイを設置（約１千万～）、

サテライトの病院や診療所ではカメラ・ディスプレイを設置するのが通常
（約100万円）だが、これらは病院事業債の対象となる。 大学病院

実例①

実例②

地方財政措置

てんかん患者が大学病院で受診。長距離移動が困難な
ため、回復後数ヶ月毎の定期検診を過疎地の病院等で
遠隔診療によって実施。

発病後４時間以内の診療が求められる脳卒中患者に
ｒｔ－ＰＡ注射（脳卒中の速効治療）が可能になる。

公立病院

通信

てんかん
患者

初回

定期
検診

大学病院

② 医師確保対策（遠隔医療）に係る地方財政措置の創設
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総 財 準 第 ７ 号 

医政発 0125 第１号 

平成 31 年１月 25 日 

各 都 道 府 県 知 事 

各 指 定 都 市 市 長 

総 務 省 自 治 財 政 局 長 

 （ 公  印  省  略 ） 

  厚 生 労 働 省 医 政 局 長 

  （ 公  印  省  略 ）  

医師派遣等に対する財政措置について 

 近年における地域の深刻な医師不足を踏まえ、医師の確保が困難な地域にお

ける公立病院の医師の確保等に資するよう、別紙のとおり財政措置を充実する

こととしたので通知する。 

 各地方公共団体においては、この趣旨や地域医療構想調整会議の議論の結果、

医療法及び医師法の一部を改正する法律（平成 30 年法律第 79 号）により都道

府県が医師確保計画を策定し、対策を講じることとされていること等も踏まえ、

財政担当部局及び医療福祉担当部局で連携し、地域の実情に応じて積極的に取

り組んでいただきたい。 

 また、貴都道府県内の市区町村（指定都市を除く。）並びに企業団及び関係一

部事務組合等に対しても速やかにその趣旨を周知いただくようお願い申し上げ

ます。 

殿

（別紙） 

１ 趣旨 

 公立病院の医師確保に資するよう、医師の確保が困難な地域の公立病院に

対して、地域の拠点病院等が医師を派遣するケースにおいて、総務省と厚生

労働省で協議のうえ、財政措置を講じる。 

 また、同様の趣旨から、遠隔医療システムを導入する公立病院に対する財

政措置を拡充する。 

２ 財政措置 

（１）医師派遣について

① 特別交付税措置

既存の特別交付税措置に係る医師派遣に要する経費のほか、今般、地

域の拠点病院等（公立病院、公的病院等）が、医師の確保が困難な地域

の公立病院に対して医師を派遣する際、当該医師の確保に要する経費に

係る地方公共団体（他の地方公共団体の公立病院への派遣に限る。）の

一般財源所要額について、その 60％を特別交付税で措置する。 

② 地域医療介護総合確保基金

地域医療介護総合確保基金に係る医師派遣に要する経費は、事業区分

「Ⅳ 医療従事者等の確保・養成のための事業」により、財源として充

当が可能であるため、地域医療構想調整会議の議論の結果を踏まえ、地

域医療構想の実現に資する範囲で活用されたい。 

（２）遠隔医療システムについて

公立病院における遠隔医療システムの導入に要する経費（病院事業債の

対象となるものを除く。）への地方公共団体の繰出しに対し、その 60％を

特別交付税で措置する。  

３ 留意事項 

（１） ２（１）①の財政支援を受けようとする地方公共団体は、地域医療対

策協議会の議論や、医師確保に係る都道府県医療計画の内容に則り、補

助対象とする医師派遣全体の計画を策定し、総務省に提出する。

（２） 医師派遣については、派遣元病院と派遣先病院が相互に医師を派遣す

る場合は２（１）①の財政措置の対象とならない。

（３） その他２（１）①の財政措置の詳細については、別途総務省から連絡

する。
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【第三セクター等の経営健全化方針の策定推進】

○ 平成２１年の自治体財政健全化法の全面施行以来、第三セクター等の抜本的改革の推進等により、経営健全化に一定の成果。

○ 相当程度の財政的なリスクが存在する第三セクター等と関係を有する各地方公共団体に対し、経営健全化のための方針を平成

３０年度末までに策定・公表するよう要請（平成30年２月）。

第三セクター等の経営改革の推進

＜方針の対象法人及び作成主体＞

〇 地方公共団体が出資（原則として25％以上）を行っている法人、損失補償等の財政援助を
行っている法人等のうち、一定の条件に該当する法人と関係を有する地方公共団体。

＜方針の主な内容＞

○ 経営状況、財政的なリスクの現状及びこれまでの地方公共団体の関与

○ 抜本的改革を含む経営健全化の取組に係る検討

○ 抜本的改革を含む経営健全化のための具体的な対応

・ 法人自らによる経営健全化のための具体的な対応
・ 地方公共団体による財政的なリスクへの対処のための具体的な対応
・ 財政的なリスクを解消させるまでのスケジュール
・ ただし、今後５年間で解消できない場合、その理由と今後５年間の改善方針

第三セクター等の経営健全化方針の策定について資料8-10
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第三セクター等の状況について

財政的リスクの状況調査結果

○ 平成29年度決算における第三セクター等のうち、①地方公共団体が損失補償・債務保証、貸付（長期・短期）を行っている法人、②地方公共団体の出資割合が

25%以上かつ債務超過の法人に対して行った「第三セクター等について地方公共団体が有する財政的リスクの調査結果」は、以下のとおり。

区分 法人数

うち

経営状況把握

法人数
うち

黒字法人数

うち

債務超過法人数構成比 構成比

第三セクター 6,619 5,372 3,242 60.3％ 193 3.6％

社団法人・財団法人 3,152 2,943 1,529 52.0％ 13 0.4％

会社法法人 3,467 2,429 1,713 70.5％ 180 7.4％

地方三公社 745 745 423 56.8％ 36 4.8％

地方住宅供給公社 41 41 32 78.0％ 6 14.6％

地方道路公社 32 32 26 81.3％ 2 6.3％

土地開発公社 672 672 365 54.3％ 28 4.2％

合計 7,364 6,117 3,665 59.9％ 229 3.7％

総務省HPより抜粋（URL：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/kouei/02zaisei06_03000041.html）

第三セクター等の状況に関する調査結果 （平成30年３月31日現在）

単位：法人数

706 (59.5%) 183 (83.6%) 14 (26.9%) 310 (65.5%)

480 (40.5%) 36 (16.4%) 33 (100.0%) 38 (73.1%) 163 (34.5%)

1,186 (100.0%) 219 (100.0%) 33 (100.0%) 52 (100.0%) 473 (100.0%)

（※１）（損失補償・債務保証付債務残高＋短期貸付金）／標準財政規模

（※２）実質赤字の早期健全化基準・・・道府県3.75％（東京都5.47％）、市区町村11.25～15.00％

Ⅲ
当該地方公共団体の標準財
政規模に対する損失補償、
債務保証及び短期貸付金の
額の割合(※１)が、実質赤字
比率の早期健全化基準（※
２）相当以上の法人

Ⅳ
経常赤字
又は

当期正味財産が減少してい
る法人

法人数（構成比） 法人数（構成比） 法人数（構成比） 法人数（構成比）

地方三公社

法人分類
全体

Ⅰ
債務超過法人

Ⅱ
土地開発公社のうち、債務
保証等の対象となっている保
有期間が５年以上の土地の
簿価総額が、当該地方公共
団体の標準財政規模の10%

以上の公社

法人数（構成比）

第三セクター ー

合計
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 総務省では、公営企業関係者の健全経営の取組の労に報い、その功績を讃え、他の公営企業の模範となることを目的に、
平成26年度より「優良地方公営企業総務大臣表彰」を実施している。

 過去５回の表彰企業は、以下の団体。
＜平成３０年度＞

◇兵庫県企業庁（水道） ◇大津市企業局（下水道） ◇上越市ガス水道局（ガス）
＜平成２９年度＞

◇盛岡市上下水道局（水道） ◇長野県企業局（水道） ◇北九州市上下水道局（水道） ◇山梨県企業局（電気）
＜平成２８年度＞

◇岩手中部水道企業団（水道） ◇松江市上下水道局（水道） ◇尼崎市都市整備局（下水道）
＜平成２７年度＞

◇埼玉県企業局（水道） ◇長門川水道企業団（水道） ◇奈良県水道局（水道） ◇周南市上下水道局（水道）
◇鹿児島県和泊町（水道） ◇北九州市上下水道局（工水) ◇宮崎県企業局（電気） ◇習志野市企業局（ガス）

＜平成２６年度＞
◇八戸圏域水道企業団（水道） ◇東京都水道局（水道） ◇横浜市水道局（水道） ◇八代市水道局（水道）
◇徳島県企業局（工水） ◇群馬県企業局（電気） ◇大津市企業局（ガス） ◇豊中市上下水道局（下水）

表彰制度の概要

今後のスケジュール（予定）

１月21日 自治体（※1）等に応募依頼の連絡文書を発出

３月15日 総務省への応募期限

４～６月 表彰企業の選考

７月19日 表彰式の開催（※2）

※1 都道府県企業管理者・総務部長（市町村担当課扱い）

・指定都市企業管理者 宛てに発出

※2 地方公営企業連絡協議会トップセミナーの場で表彰

優良地方公営企業総務大臣表彰について資料8-11
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 地方公営企業法を適用している公営企業（平成32年4月までに法適用予定のものを含む）で、以下の観点

に基づき、有識者の意見を聴取し、表彰企業を選考。

◇ 経営の健全性が確保されている（損益計算書の経常損益で直近実績期＋見込期において利益計上等）

◇ 他の公営企業の模範となる経営及び運営が行われている

表彰企業の選考基準の概要

今年度の選考の方針（案）

 総合的な取組状況のみならず、他の公営企業の模範となる以下のような個別の取組について、積極的に

評価を実施する。

＜民間活用＞

・事業・施設等の包括的民間委託

・民間の技術・ノウハウを活用した取組

・近隣市町村との業務の共同発注

＜人材育成・活用＞

・他地域・団体と連携した人材育成
・民間出身人材の採用や専門家の活用

＜ストックマネジメント＞

・アセットマネジメントを活用した水道施設の長寿命化

・将来需要を見越した施設のダウンサイジング

＜広域化等＞

・県内における事業の広域化

・他事業との組織統合

・事業統合による資金調達・資金運用の効率化

・隣接する地域との施設の共同化

選考基準の概要
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平成31年度

募集を開始します！

詳しくは、総務省HPをご覧ください。自薦（推薦）様式も掲載しております。

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/kouei_ryui.html）

応募締切

総務省では、地方公営企業関係者の健全経営の取組の労に報

い、その功績を讃え、他の地方公営企業の模範となることを目

的に、優良地方公営企業総務大臣表彰を実施しています。

【問い合わせ先】

総務省自治財政局公営企業課経営企画係

担当者： 鈴木・伊東

E-mail： koueityousa@soumu.go.jp

TEL: 03-5253-5634

平成 ３１年 ３月 １5日（金） 厳守
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